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はじめに 

 

 地域商業は、事業活動を通じた地域経済の発展や雇用の創出のみならず、地域に住む人たちの生活基盤

を支え、さらには、コミュニティの中核としての役割を担うなど、道民の暮らしと密接に関わりながら、

地域の経済や社会の発展に大きな役割を果たしています。 

 道では、地域商業の活性化を図ることにより、地域に住む人たちの生活の持続的な安定や生き生きとし

た地域経済、地域社会を目指すため、平成２４年に「北海道地域商業の活性化に関する条例」を制定しま

した。 

 この条例の中で、地域商業の活性化に向けた取組として、事業者の方や小売店舗を設置している方、商

工関係団体の皆様に地域の実態に応じた積極的な「地域貢献活動」を促進していますが、その活動を継続・

発展させていくためには、行政や地域住民も含めた様々な方との連携が重要です。 

 「地域貢献活動」については、道では、望ましい地域貢献活動の指針として、「北海道地域貢献活動指針」

を定めています。 

このたび、道内各地において、活動に取り組まれている方々の活動内容を紹介する「地域貢献活動事例

集」を作成しました。 

この事例集は、様々な形の「連携」に着目し、地域経済の活性化につながる幅広い事例を集めています

ので、道内各地で活動に取り組まれている方や、今後、新たに取り組んでいこうと考えている方々にとっ

て、参考になるものと考えており、地域商業に携わる皆様の今後の活動の一助となれば幸いです。 

 

平成２９年３月 

 

北海道経済部地域経済局中小企業課     

     

＜「北海道地域貢献活動指針」で例示している主な地域貢献活動＞ 

カテゴリー 例         示 

地域との連携推進 

① 地域団体、組織への加入、② 地域との意見交換の推進、③ 地域振興等の取組への協力、 

④ 地域との共存共栄に向けた取組（地域イベントや行事などへの参画・協働、地域が取

り組む「買い物弱者」対策への協力、コミュニティスペースの提供、道産品の PRや販

売促進への協力、地域や道内の企業との取引促進、リサイクル対策の推進、地域教育へ

の協力） 

地域基盤の形成・維持 

① 地域や道内からの雇用の推進と安定的雇用の確保 

② ゆとりある勤労者生活の確保(週休 2日制、年末年始休暇等の促進) 

③ 従業員の職業能力開発の推進、④ 地域の防犯活動等への参画・協働 

⑤ 地域防災活動等への協力（地域の防災訓練等への参画・協働、災害時の物資の提供、

災害時における緊急避難場所の提供、災害時におけるボランティア活動への支援） 

まちづくりへの協力 
① 市町村等が進める対策への協力、② 地域における魅力ある景観形成への配慮、 

③ 環境美化対策の実施 

その他 ① ISO14001の導入など環境全般への配慮、② エネルギー対策の実施 
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１．事業者 

① ＴＭＯまちづくり会社等による中心市街地活性化の取組【ふらのまちづくり株式会社】 

ふらのまちづくり株式会社 

「ふらのまちづくり株式会社」は、平成 15年 10月、富良野市の中心市街地活性化を総合的に推進するため設立。 

同年 11月、富良野市よりＴＭＯ構想の認定を受け、ＴＭＯまちづくり会社として活動を開始。 

平成 20年 11月、内閣府の認定を受けた「富良野市中心市街地活性化基本計画＝ルーバン・フラノ構想」の事業

推進役となるべく組織の強化を図り、同年 9月に資本金を 1,035万円から 8,350万円へと増資。 

ルーバン・フラノ構想に掲げた２大テーマ、「中心市街地の賑わいの復活と経済の活性化」「超高齢化社会に対応

するコンパクトなまちづくり」を実現すべく、行政と協働の形でまちづくりを推進している。 

○ 所在地：富良野市幸町 13-1          ○ T E L ：0167-23-5177 

○ U R L ：http://www.furano.ne.jp/marche/ 

 
中心市街地活性化の取組のポイント 

地域が求める商業施設への期待の一つには、賑

わいづくりとしての集客機能の強化があげられま

すが、TMO まちづくり会社「ふらのまちづくり

㈱」は、まず「フラノマルシェ」で観光客の集客

力を高め、「フラノマルシェ２」と「タマリーバ」

で住民の集客力を高め、その結果、中心市街地周辺

の路線価の上昇という効果を生み出しました。 

また、富良野市は建設業関係や農業をはじめと

した飲食店などの「食」に関する事業が地域経済

を支えている産業構造を持っていたので、ハード

整備を伴う「食」に関する集客力を高める事業が、

大きな経済波及効果を創り出したと考えられます。 

「ふらのまちづくり㈱」は、地域の産業構造に

合った集客力を高める事業が地域経済に貢献する、

中心市街地活性化の代表的な事例です。 

 

病院移転により広大な空き地が出現 

富良野市は、テレビドラマ「北の国から」の放

映後、知名度は全国区となりましたが、地域経済

は低迷が続いており、「富良野五条商店街」に立地

していた「富良野協会病院」が平成 19年に移転

となった結果、商店街には約 6,600 ㎡の広大な

空き地と、多くの空き店舗が残りました。 

 

中心市街地活性化基本計画を作成し 

「ふらのまちづくり㈱」を増資・組織強化 

行政も広大な空き地の利用法に苦慮する中、最

も深刻な影響を受けた「富良野五条商店街」は、

富良野商工会議所や「ふらのまちづくり㈱」など

とともに、平成 19年に「中心市街地活性化協議

会」を設立し、民間主導による中心市街地活性化

基本計画の作成に乗り出しました。 

そこで、既存の「ふらのまちづくり㈱」を増資

し組織強化を図り、これまででは出来なかったハ

ード整備事業を中心とした「富良野市中心市街地

活性化基本計画」を策定しました。 

 

富良野市中心市街地活性化基本計画の主な事業 

「フラノマルシェ」整備 

富良野駅北に移転した富良野協会病院跡地を
活用し、ブランドイメージの高い富良野の食材
（野菜等）や加工食品（乳製品）の販売、飲食等
の店舗やフリーマーケット等イベント実施のた
めの多目的広場を整備。国道沿いの玄関口、拠点
として機能。 

「ネーブルタウン」整備 
富良野五条商店街とその周辺の未利用地等を

市街地再開発事業により一体的に開発し、認可保
育所、高齢者住宅、クリニック、店舗、事務所、
住宅等を整備することにより、商店街の再生を推
進。 

「サンライズ・パーク」整備 
百貨店「くにい」跡地を開発し、大型バスも駐

車可能な「まちなか駐車場」やポケットパークを
整備、ここを起点としてレンタサイクルを活用し
た「まちなかパーク＆ライド」を推進。 

 

「フラノマルシェ」の「おいしい」お店たちが 

「農と食」のエンターテインメント空間を創出 

喫緊の課題は病院の跡地利用であったので、ま

ず、跡地に地元の食が楽しめる、豊富な土産物な

ども扱う複合商業施設「フラノマルシェ」を整備

しました。 

観光客の誘引を目的としたこの施設は、オープ

ン初年度から、目標入込数 30万人を大きく上回

る 55万人超を記録しました。 

「フラノマルシェ」は、「食」をテーマにした店

舗が軒を連ね、大きく４つのブース（空間）に分

かれており、地元の食材を使った、ここでしか味

わうことのできないものを数多く提供しています。 
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まちなかを復活させる「ネーブルタウン事業」に着手 

「ふらのまちづくり㈱」の柱となる事業は、「ネ

ーブルタウン」と名付けられた再開発事業でした。

「ルーバン・フラノ」の中心事業であり、超高齢

化社会に対応するコンパクトシティ、いわゆる歩

いて暮らせるコミュニティの再構築です。 

この計画はまちづくりの中心に位置づけられる

もので、「フラノマルシェ」に隣接するエリア約１

万 6 千㎡の再開発により、「ネーブルタウン」を

整備するものでした。 

再開発の用地確保は、「富良野五条商店街振興組

合」と「ふらのまちづくり㈱」が交渉を行い、完

了したところで「フラノマルシェ 2」を含む「ネ

ーブルタウン」整備をスタートさせました。 

 

住民のための「フラノマルシェ２」づくり 

「フラノマルシェ 2」は、あくまでも住民が集ま

る拠点とし、地元の方々にも足しげく通ってもら

えるような生活提案型の店舗、まちなか居住を推

進する賃貸マンション、サービス付き高齢者向け

住宅、認可保育所やクリニックの整備です。 

老若男女・三世代が集うコミュニティの復活を目

指しました。 

 

「フラノマルシェ２」と「タマリーバ」を 

管理・運営する新会社として 

「コミュニティマネジメント㈱」を設立 

今回、「ネーブルタウン」という大規模施設の管

理も行うことから、テナントリーシングを行う、

新たなまちづくり会社を立ち上げることにし、「富

良野五条商店街振興組合」も出資した新会社「コ

ミュニティマネジメント㈱」が「フラノマルシェ

2」の管理運営を担っています。 

「コミュニティマネジメント㈱」は、商店街の

活性化、富良野市のまちづくりにおける企画調整、

施設運営のトータルコーディネート、コンサルタ

ント業務を主体として、将来的にはまちづくりの

専門コンサルティング機能を目指しています。 

「フラノマルシェ２」への入居テナントの選定

は、住民ニーズを把握し、出店希望者の事業計画

を検討し、これまで富良野市内には無かったタイ

プのフラワーショップや、周辺都市まで行かなけ

れば入手できなかった雑貨を扱う店など、特徴あ

る店舗を選びました。 

もう一つは、アトリウム「タマリーバ」の管理・

運営です。買い物などで訪れる来街者が“たたず

める場所”“たまり場”となるよう、みんなが集ま

れて、ゆっくりできる場所づくりを目指し、名前

も「タマリーバ」としました。 

積雪が多い真冬でも、お年寄りから、小さな子

どもまで、リラックスして過ごせる交流の場とし

て、高い天井と一面ガラス張りの開放感が心地良

い空間を造りました。商店街が主催するビールパ

ーティーをはじめ、音楽会、ハロウィン仮装コン

テストが開かれるなど、活用が拡がっています。 

 

計画事業の実施効果で、路線価が上がり 

商店街の個店は、売上が軒並み向上！ 

平成 27年度に「フラノマルシェ」「フラノマル

シェ２」の入込数が 118万人となり、平成 28年

6月には来場者数累計 500万を突破しました。 

平成２８年の路線価では、「フラノマルシェ」「ネ

ーブルタウン」周辺が対前年比 6.25％上昇し、

中心市街地活性化基本計画に基づく各種事業効果

により、３年連続の上昇となっています。 

週末の人出はこれまで以上に増加し、各テナン

トの売上も好調です。また、新規創業のテナント

が 6軒出店できたのも、大きな成果です。 

 

富良野市中心市街地活性化事業による 

経済波及効果 

「ふらのまちづくり㈱」では、流通科学大学の

石原武政特別教授や大阪商業大学の加藤司教授ら

をメンバーに「フラノマルシェ事業評価研究会」

を設置して、経済波及効果を分析し、平成 28年

10 月には、同研究会からフラノマルシェの開業

以来の道内への経済波及効果が113億4400万

円に上ることが報告されました。 

 

まちなかのコミュニティの再生と商店街再生は
一体の存在。まだまだ続く富良野のまちづくり 

これまで、「ふらのまちづくり㈱」、「コミュニテ

ィマネジメント㈱」、「㈱富良野物産公社」等で構

成する「ふらのまちづくりグループ」は、それぞ

れの役割を担いながら「フラノマルシェ」「フラノ

マルシェ 2」「タマリーバ」を形成してきました。 

今後も、同グループでは、まち歩きガイドマッ

プの作成や、商店主向けのセミナーの実施、「タマ

リーバ」を活用した取組を拡大するなど、商店街

を楽しむための仕掛けを充実させていくこととし

ています。  
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② 高齢者や障がい者と協働・共生する地域商業活性化の取組【まちづくり会社/株式会社でんしん】  

まちづくり会社／株式会社でんしん 

「株式会社でんしん」は、「帯広電信通り商店街」の発展と活性化に資するための事業を営むことを目的に平成 23

年 6 月に設立。空き店舗の有効活用と地域活性化の両立をはじめ、まちづくりに関する調査やコンサルタント業
務のほか、不動産業、イベントの企画・運営、飲食店経営などの収益事業を行う「まちづくり会社」。主に障がい

者向け賃貸住宅や商店街の駐車場などの不動産賃貸を行う。 

同社は「帯広電信通り商店街振興組合」の役員や商店街の活性化事業の関係者が資本金 55万円を出して設立。

社長は同商店街振興組合の長谷渉理事長、専務には同組合の高橋正章専務理事が就任し、その他役員は商店街の若

手を起用。役員は無報酬で、「まちづくり会社」の収益は商店街の活性化に活用している。 

地域商業活性化の取組のポイント 

平成 23年に国の地域商店街活性化法に基づく

活性化計画として、北海道で最初に「帯広電信通

り商店街振興組合」の「お年寄りや障がいのある

方と協働・共生する商店街づくり事業」が認定さ

れました。 

商店街は、認定された活性化事業の自己負担金

を安定的に捻出するための目的会社として、まち

づくり会社「株式会社でんしん」を設立しました。 

また、「お年寄りや障がいのある方と協働・共生

する」ための事業推進のため、社会福祉法人をは

じめ、ＮＰＯ法人やケア・センターなどと連携し、

高齢者の交流支援や障がい者就労支援、子育て支

援に繋がる地域に密着した取組を積極的に展開し

た代表的な事例です。 

 

地域の状況 

帯広市は、高度成長期に入った昭和 30年代に

人口が郊外に流出。大型量販店が進出し、次第に

中心部の商店街の存在感が薄らいできました。 

この状況に危機感を覚えた商店街は昭和 46年

に 73店舗が加盟する「帯広電信通り商店街振興

組合」を結成(昭和 49年法人化)。 

かつての賑わいを取り戻すため、昭和 63 年に

活性化事業計画書をまとめ、街路整備事業などを

行ってきました。 

 

急務となった空き店舗対策。その逆境を武器に特

徴ある商店街へと転換 

平成に入り、商店街を取り巻く環境は一層厳し

さを増し、平成 22年には組合店舗数は 32店舗

まで減少。空き店舗対策が課題となりました。 

そこで商店街では、同年、長谷理事長のもと、

「仕入れたモノをただ売るだけの商売はもう難し

い。商店も商店街も特徴を持たないと生き残れな

い。」との新たな視点を取り入れ、地域住民のニー

ズの分析を様々な観点から行ってきました。 

その結果、今後の商店街の方向性について、「お

年寄りや障がいのある方と協働・共生する商店街

づくり事業」として４か年の計画に取りまとめ、

平成 23年に地域商店街活性化法に基づく活性化

計画として認定されました。 

この計画が、認定から現在に至るまで、「帯広電

信通り商店街」活性化に向けた、特徴ある商店街

づくりを進める上での指針となっています。 

 

お年寄りや障がいのある方と協働・共生する 

商店街 

長谷理事長は、商店街の構成員になる前から、

障がい者の方々やサポートする様々な福祉事業者

の方々と交流を深めていました。 

その後、商店街の活性化を考えた時、「障がい者

の方々の役に立ち、また、障がい者の方々が商店

街の救世主に」、との思いから、帯広ケア・センタ

ーの協力を得ながら、事業を進めてきました。 

 

安定した収益を確保するまちづくり会社が活性

化事業を下支え 

「お年寄りや障がいのある方と協働・共生する

商店街づくり事業」は長期に渡ることから、毎年

事業を続けていくため、補助金の自己負担分を捻

出する目的会社として、まちづくり会社「㈱でん

しん」を平成 23年 6月に設立しました。 

事業の重要な目標の一つは、「空き店舗を使って

特色ある商店街にしていく」ことでしたので、商

店街の共同駐車場の管理のほか、廃業した商店の

土地建物を購入・改修し、店舗として賃貸したり、

商店街で働く障がい者向けの、家賃を抑えた賃貸

住宅経営などの不動産事業を行っています。 

事業の展開 

商店街づくりの事業指針のための短期テーマを
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「スイーツ」と「福祉」に設定しました。 

商店街は全国的に知られる洋菓子店や和菓子店

が出店していたことから、「スイーツ」を強化する

ため、和洋問わず新たな店舗を誘致して「スイー

ツロード」を創り、来街者を増やそうとしました。 

平成 23年度に完成したスイーツ店「クッキー

ハウス ぶどうの木」は、「障がい者就労支援施設」

として NPO 法人と商店街が運営、人気を集めて

います。現在は商店街にスイーツ店が 7店舗を数

え、観光客も訪れるようになりました。 

また、「福祉」関係では、特に障がい者の就労支

援に力を入れており、現在、６店舗で就労等を行

っています。 

たとえば、平成 24年度に開店した「惣菜・ご

はん屋でんしん」では、接客スタッフとして障が

い者が活躍するとともに、夜でも障がい者が利用

できる店舗として、貴重な役割を担っています。 

平成 24 年度に開店した「ぴあのかふぇ りず

む」は、近隣のピアノ塾経営者と商店街が連携し、

障がいを持つ子供や高齢者を対象に、音楽を通し

て情操教育を行うほか、障がいを持つ子供やその

親たちが情報交換できるコミュニティの場として

活用されました。平成 28年に「ぴあのかふぇ り

ずむ」が移転しましたが、雑貨ショップと工芸品・

手芸品などのカルチャー教室を開催していた

「TOKO TOKO」が店舗を継続し、地域コミュ

ニティ形成の場としての役割を担っています。 

平成 25年度には、高齢者や障がい者の輝ける

場を目指して、十勝の食材を使ったテイクアウト

のミートパイを提供する「てのひら」が開店。 

十勝管内の様々な食材を活用した商品開発を行

い、十勝の“食”でブランドを創ることを目指し

た店舗であり、「多機能型障がい者就労支援施設」

として運営しています。 

さらに、平成 26年度は 3つの事業を実施。 

一つ目の事業は「ミニチュアランドセル工房」

で、商店街で営業していた職人の工房をリニュー

アルし、技術や接客の教育により後継者を育てる

事業です。障がい者支援団体などが連携し、障が

い者も含め、意欲のある方々の研修会、教室を実

施し技術を磨いています。 

先ほどの「てのひら」は、平成 27年 5月、技

術を活かせる場として、就労支援事業の内容をア

クセサリー・革製品・商店街清掃活動に変更し、

新製品開発や品質の向上に努めています。 

二つ目の事業は「産学連携チャレンジショップ

事業」。帯広大谷短期大学の協力により、ゆったり

過ごせるカフェなど「いられる場」が若者の商店

街へのニーズにあげられたため、空き店舗を改装

し、平成 27年 3月に「cafeSOBA」が開店。平

成 28年 5月からは、ブラジル人の夫と日本人の

妻によるコーヒー店「ホッチーノ コーヒー」が開

店し、「スイーツロード」の一員としても期待され

る店舗であり、さらに幼児向けの英会話教室も計

画されています。 

三つ目の事業は、平成 23年度から続く「門前

町ルネッサンス事業」。子育て世代や高齢者から、

商店街に休憩場所を望む声が多く聞かれたため、

歩道に 6か所、ベンチと花壇枡と組み合わせたミ

ニマムパークを設置。長年、商店街と連携してき

た障がい者支援施設の方々が丹精込めて育てた花

が植えられ、地域住民の憩いの場となっています。 

 

事業の成果 

これまで、商店街が空き店舗対策を実施できた

大きな要因の一つに、商店街振興組合設立以来、

毎月欠かさず開催してきた理事会の存在があげら

れます。 

商売も年齢も異なる理事同士が定期的に緊密な

コミュニケーションを取ることで、積極的に事業

を打ち出す理事長らに、商店街の年長者たちも強

い信頼を寄せていたのです。 

こうして生まれた結束の固さや、まちづくり会

社が生む収益により、一時は 32店舗まで減った

店舗数は 42店舗までに回復しました。 

 

今後の事業展開 

商店街の活性化計画の仕上げは、誰もが集え居

心地よく過ごせるコミュニティ空間の整備です。 

平成 28年度には、商店街に集う人々のコミュ

ニティの場づくりを目指して、古民家を改装した

「コミュニティサロン齋藤亭」や、障がいを持つ

子供や親子のコミュニティサロン「ぴあのかふぇ 

りずむ」が出店しました。 

これまでの事業で商店街に集った障がい者や、

高齢者、子育て世代、若者など、様々な人達がよ

りどころにできる施設として活用しながら、今後

も地域に密着した新しい商店街づくりに取り組ん

でいくこととしています。 
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③ 市民グループと連携した地域密着型書店の取組【留萌ブックセンターｂｙ三省堂書店】  

留萌ブックセンターｂｙ三省堂書店 

平成２２年１２月に留萌市内で唯一の書店が閉店したことを契機に、翌２３年、市民グループ「三省堂書店を留
萌に呼び隊」が結成され、留萌振興局や留萌市役所など関係機関との連携により誘致活動が展開された。 
市民グループの熱意に応え、三省堂書店は人口が３万に満たない留萌市に平成２３年７月、「留萌ブックセンタ
ーby三省堂書店」を開店した。 

○ 所在地：留萌市南町 4丁目 73-1（マックスバリュ留萌店 別棟） 

○ T E L ：0164-43-2255 

市民グループとの連携のポイント 

「留萌ブックセンターby三省堂書店」は、市民

グループを中心に地域全体で誘致することで出店

が実現した、地域密着型の書店です。 

また、市民グループと書店が連携して、市民に

読書に親しんでもらうための様々な企画を立案す

るなど、子供から高齢者まで市民が読書に親しむ

環境を創り出している先進的な事例です。 

 

地域への書店誘致 

平成 22年 12月に留萌市内で唯一、長年営業

していた書店が販売不振により閉店したことから、

市内に書店がないことを憂慮した市民グループが

「三省堂書店を留萌に呼び隊」を結成し、市内で

臨時の参考書販売所を開設していた「(株)三省堂

書店」に、出店要請活動を始めました。 

当時の三省堂書店札幌店長だった横内正弘氏は、

地元の熱意に応えるため、従業員雇用などの業務

を現地の店長に一括委託する、新たな方式による

出店計画を社内に提案しました。 

また、「三省堂書店を留萌に呼び隊」では、「三

省堂ポイントカード」の会員を市内で 2,500 人

集め、留萌振興局では、三省堂書店と読書環境づ

くりなどを協力して進めるための包括連携協定締

結を提案するなど、それぞれが知恵を出しあい、

ひとつひとつ形にしていく中、平成２３年７月に

「留萌ブックセンターｂｙ三省堂書店」は開店し

ました。 

出店基準が人口３０万人とする三省堂書店を、

当時、人口が２万５千人程の留萌市へ誘致すると

いう、異例の出店が実現できました。 

 

地域密着型書店の開店 

「留萌ブックセンター」開店は、市民にとって

大きな喜びになったことに加え、留萌管内にとっ

ても大きな地域貢献のひとつにもなったことから、

留萌振興局は平成23年7月に三省堂書店との間

で包括連携協定を締結しました。 

さらに、平成 24年 6月には北海道と三省堂書

店の間で包括連携協定を締結し、協定の範囲が北

海道全体に拡大されました。 

三省堂書店は、「留萌ブックセンター」の開店に

あたり、本店から社員を派遣せず、平成２２年に

閉店した市内の書店に勤務していた今氏に「留萌

ブックセンター」の運営を委託しました。 

「三省堂書店を留萌に呼び隊」は、「留萌ブック

センター」の開店後、団体の名称を「三省堂書店

を応援し隊」に変更し、読書を通じて青少年の健

全育成を図るためのボランティア活動を行ってい

ます。 

 

読書に親しんでもらうための取組 

「留萌ブックセンター」では、留萌市民に書店

を身近に感じてもらうため、「応援し隊」や市立留

萌図書館など関係者からの意見を取り入れながら、

書店内にとどまらず、様々な機会を活用して、本

に親しむ環境づくりの充実に取り組んでいます。 

「応援し隊」では、「留萌ブックセンター」と定

期的に意見交換を行い、市民に読書に親しんでも

らうための様々な企画を提案するとともに、事業

の実施にも積極的に協力しています。 

「留萌ブックセンター」では、市立図書館や商

店街振興組合等と連携を図り、「応援し隊」の協力

も得ながら、各種企画の提案・開催に取り組むこ

とにより、市民への活字文化の普及推進に努めて

います。 

「留萌ブックセンター」では、書店が留萌郊外

に位置していることから、書店まで出向くことが

困難な高齢者等に配慮し、市街地の商業施設「る

もいプラザ」や市立病院で毎月出張販売を実施し

ており、市民にも定着してきています。 

また、「るもいプラザ」での出張販売では、高齢

者の来店が多いことから、看護師経験者等の協力

を得て、隣接するスペースで健康相談も行われて
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おり、高齢者に大変喜ばれています。 

読み聞かせの実施については、本を身近に感じ

てもらうための企画として、店内でのおはなし会

を毎月実施しています。 

当初は書店員や「応援し隊」が朗読していまし

たが、読書の楽しさを認識してもらうため、小学

生の読み手を募集したり、祖父母や両親と子供が

一緒に朗読したりするなど、新たな企画にも取り

組んでいます。 

 

また、子供たちに本を親しんでもらうため、市

立留萌図書館と連携して「おたのしみカード」を

作成しました。「留萌ブックセンター」や市立図書

館のカウンターでスタンプをもらい、カードが一

杯になると文房具などがもらえる仕組みで、楽し

みながら本に親しんでもらう環境づくりに取り組

んでいます。 

「三省堂書店を留萌に呼び隊」が出店要請を始

めた当初 2,500 人の会員を集めた「三省堂ポイ

ントカード」は、平成 28年 9月現在、会員数が

1万 5千人を超えました。 

 

今後の展開 

「留萌ブックセンター」では、最近は、留萌市

内だけでなく、書店がない近隣の町村からも、イ

ベント開催時などでの臨時出張販売の要望がある

ことから、要望に応える形で臨時出張販売を行っ

ています。 

「留萌ブックセンター」では、今後も「応援し

隊」や市立留萌図書館等と連携しながら、「二度と

書店のない街にしたくない」という想いに応え、

地域住民が読書に親しむことのできる環境づくり

に取り組んでいくこととしています。 
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④ 食文化の発信や食育など「人」と「食」をつなぐ取組【生活協同組合コープさっぽろ】  

生活協同組合コープさっぽろ 

「コープさっぽろ」は、チェーンストアの進出がめざましかった昭和 52年に消費者の手で真に消費者の利益を

守る流通網をつくろうと、札幌市立北園小学校体育館に地域の住民と北大生協職員を合わせて約 200名が集まり、

札幌市民生協として設立された。 

店舗は、北大生協から譲り受けた大学村支店と同生協から賃貸を受けた桑園職員寮の 1階の 2 ヵ所で、組合員

1,181名、役職員 32名によって昭和 52年 10月 1日に営業が開始された。 

○ 所在地：札幌市西区発寒 11条 5丁目 10番 1号 

○ ＴＥＬ：011-671-5601（総務部） 

○ ＦＡＸ：011-671-5730 
○ ＵＲＬ：https://www.sapporo.coop/ 

 

人と「食」をつなぐ取組のポイント 

「コープさっぽろ」は、北海道の農業の応援や

「食育」を重視し、「人」と「食」を繋ぐことを目

指した取組を行うため、平成 25年から「食育研

究会」や「教育農場研究会」を立ち上げるととも

に、世界の食の最先端を学ぶため、イタリアの地

域生協（Novacoop）に職員を派遣し、現地の行

政機関や教育農場の話を聞き、「食べる・たいせつ

フェスティバル」などの「食育」のプログラムに

取り組んできました。 

北海道の農業を応援する取組は、地域で活躍す

るレストランの料理人との連携事業「畑でレスト

ラン」に発展し、さらに、世界の料理人が集まる

「世界料理学会」への支援を始めるなど、「コープ

さっぽろ」の取組は、「人」と「食」をつなぐ最前

線の事例です。 

 

「コープさっぽろ」と「食」 

「コープさっぽろ」では、近年、「食」を取り巻

く環境が、偽装、異物混入、廃棄品の流通など、

様々な問題を抱えており、その多くは過度な経営

効率の追求によって、地域に暮らす住民一人ひと

りに、その経営プロセスが見えにくくなっている

ことが一因と考えていました。 

また一方では、「食」は「人」を生かし、日々の

健康を支え、幸せをつくるものと考えていました。 

「食」に起こる問題の多くは、「人」と「食」の

距離が遠ざかった事によると考え、その距離を縮

める「信頼」を現代に再度築くために、新たな取

り組みを続けていました。 

 

エゾシカ被害対策とジビエ食文化の発信 

道内では、エゾシカの増加が農林被害をもたら

し、社会問題となっていました。 

そのエゾシカを食材として活用するため、「コー

プさっぽろ」は、北海道やエゾシカ食肉事業協同

組合と連携し、安全性を確保したエゾシカ肉の流

通の仕組みをつくり、平成 25年から「コープさ

っぽろ」の 6店舗での販売を行ってきました。 

その後、販売店舗の拡大を進め、生肉の販売店

は 10店舗となり、加工品については、大和煮や

スープカレー、ソーセージなど 10種を展開し、

平成 26年 10月からは、加工品を取り扱う店舗

が新たに 20店舗加わりました。 

従来、エゾシカ肉は一部のレストランでの消費

がありましたが、道民がエゾシカ肉を食する機会

が少なかったことから、取扱店舗を増やすことで、

道民に食べてもらう機会を拡大し、エゾシカ被害

対策にも繋げました。 

 

「コープさっぽろ 農業賞」 

『消費者の目線で優れた第1次産業の生産者を

応援する』という、日本初となるコンセプトを掲

げ、消費者の立場から生産者を応援する取組とし

て平成 16年に「コープさっぽろ農業賞」が始ま

りました。 

平成 18年の第 3回目からは農業賞に「漁業の

部」が加わり、平成 22年の第 7回目からは、「農

業・漁業交流賞作品の部」を『食・農漁業のある

絵・写真コンテスト』として新たに取り組みまし

た。 

先進的で持続可能な農漁業に取り組む生産者を

表彰するという枠組みは維持しつつ、新たなチャ

レンジにもスポットを当て、新たな取組も始めま

した。 

 

「畑でレストラン」 

「コープさっぽろ」は、平成 16年から実施し
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てきた「コープさっぽろ農業賞」の歴代受賞生産

者の畑で、各地の名店シェフが、とれたての農産

物を使ってランチを提供する「畑でレストラン」

を実施しています。 

「畑でレストラン」に合わせて、農園見学や収

穫体験、農作物の食べ比べなど、生産者の方々に

よる活動も行われ、食のプログラムとして人気の

企画となっています。 

平成 28年 2月には、参加シェフが「畑でレス

トラン」で生み出された料理をレシピにまとめた

「畑でレストラン 北海道レシピブック」を発刊し

ました。レシピと合わせ、「畑でレストラン」を開

催した農園の美しい写真を掲載することで、北海

道農業と料理の魅力を伝える１冊となりました。 

 

「食べる・たいせつフェスティバル」 

「コープさっぽろ」は、様々な「食」の問題に

ついて、消費者に「食」の知識が届かないことか

ら起きているとの考えから、「食育」を重視し、平

成 19年より「食べる・たいせつフェスティバル」

を開催しています。 

道内の「食育」に関わる団体や生産者、メーカ

ーが一堂に会し、消費者と交流を深めながら、北

海道のおいしい「食」や「地産地消」について伝

えていくイベントです。 

フェスティバルでは、子供たちに向けて「食べ

ることの大切さ」を体験・発見できるよう、「体験

型学習企画」に力を入れています。 

フェスティバルの会場では、最も優れた取組を

実施した団体を表彰し、多くのアイディアが生ま

れてくることを促しています。 

フェスティバルは、平成 27年度から新たに室

蘭を加えて全道８会場で開催し、過去最高となる

約３万人が来場しており、中でも子供の参加が半

数以上を占めるイベントになりました。 

また、平成 27年度から体験企画の修了者にポ

イント券を進呈し、ポイント券を集めてコープ商

品と交換できるお買い物体験コーナー「ラブコー

プコンビニ」を開催しています。 

その他、「全店使用可能５％OFF クーポン券プ

レゼント」や「畑でレストラン（北見・釧路）」な

ど、楽しく学べるプログラムがあり、フェスティ

バルは「地域の名物イベント」になりました。 

 

「お仕事キッズ」 

「コープさっぽろ」では、小学生を対象とした

お仕事体験イベント「お仕事キッズ」を夏休み・

冬休みに開催しました。「コープさっぽろ」の店舗

で仕事体験を通して、流通や食の仕組み、仕事の

面白さや大変さを学ぶプログラムです。 

体験できるお仕事内容（一例） 

・お魚やさんで「お寿司作り」 

・お肉やさんで「ひき肉作り」 

・実際に組合員さんのお会計を行うレジ打ち体験 

・店員さんの行う店内マイクアナウンス体験 

その内容は、「コープさっぽろ」職員の「お仕事

の現場」である店舗の売り場や作業場、バックヤ

ード等で、本物のユニフォームや食材、商品、道

具を使った「本物のお仕事」です。 

仕事体験としては、包丁を使って魚を３枚おろし

にするなど、実際の作業に近い内容となっています。 

このプログラムでは、店舗での仕事体験のほか

に、事前学習として様々な食材の知識や加工作業、

流通の仕組みなどについて学ぶ機会を設けており、   

「エゾシカ肉学習」、「親子料理教室」や取引先と

連携した「食育学習体験」を実施しています。 

 

魚の調理教室 

「コープさっぽろ」は、「お仕事キッズ」で人気

のあった魚の調理を、親子で体験できる場を増や

すため、平成 26年から「札幌市中央卸売市場」

と協力して「魚の調理教室」を始めました。 

近年、魚をさばけない消費者が増えたことで、

和食文化が家庭で継承されない危機感から、魚を

おろす調理技術を伝えることで、魚の消費拡大に

も繋げることを目指したものです。 

参加者は、中央卸売市場を見学した後、調理師

から３枚おろしの方法を教わり、おろした魚を実

際に調理して試食するプログラムです。 

平成 27年度は、夏休みと冬休みに、乳幼児の

託児施設も用意し、朝の集合時間が早いという声

に応え、開始時間を１時間遅くするなど、参加し

やすくしました。 

 

地域の食材や食文化を大切に 

「コープさっぽろ」では、平成 28年度に新た

に地域の食材や食文化を発信する「第６回世界料

理学会 in HAKODATE」の支援を始めましたが、

今後も地域の食材や食文化の担い手である生産者

や消費者、料理人などの関係者を大切にする取組

を継続し、「人」と「食」を繋ぐ事業を拡げること

で、地域に貢献していくこととしています。 
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⑤ 地域団体と連携した商品開発や情報発信【国稀酒造株式会社】  

国稀酒造株式会社 國稀倶楽部 

「国稀酒造㈱」は、明治１５年創業、暑寒別岳連峰か

らの豊かな残雪を源流とする伏流水を使用し、清酒「國

稀」等を製造する酒造会社。 

○ 所在地：増毛郡増毛町稲葉町 1丁目 17 

○ T E L ：0164-53-1050 

○ F A X ：0164-53-2001 

留萌振興局の職員や管内の日本酒愛好家によ

り、地酒のＰＲ活動を目的に平成 22年 1月に「國

稀倶楽部」が発足。 

地域活性化を目的として交流会を定期的に開催

しているほか、管内で冬季に開催されるイベント

などへ甘酒の提供等を行っている。 

 

地域団体との連携のポイント 

「国稀酒造㈱」は、酒造会社と地域の日本酒愛

好家等との関係構築・連携から発足した「國稀倶

楽部」との取組や、地域の観光協会等とイベント

連携にはじまり、地元の農家、漁協青年部等とも

連携した商品開発など、連携が経済活動まで繋が

った取組事例です。 

 

国稀酒造の状況 

「国稀酒造」は、増毛郡役所に醸造免許鑑札願

いを届け出た、明治 15年が創業です。 

初代本間泰蔵は、嘉永 2年(1849年)新潟県佐

渡に生まれ、明治 6年小樽に渡り呉服店の番頭と

して働き、明治 8年に増毛に移り住み呉服商を始

めました。 

明治 15年には「丸一本間」を名乗り、呉服商

の他に、荒物雑貨販売、呉服雑貨や漁獲物の輸送

の他、海運業、ニシン漁にも手を拡げ、醸造業も

始めました。 

創業から 20年間は、旧本店（現「旧商家丸一

本間家」、国指定の重要文化財）敷地内にある醸造

蔵で酒を造りました。 

その後、ニシン豊漁による好景気が続き、酒の

需要が増え続けたことから、明治 35年、現在地

に地元産の軟石を使った酒蔵を建設。丸一本間合

名会社酒造部として営業、平成 13年に、現在の

「国稀酒造株式会社」と社名を改めました。 

「国稀酒造」の建物は、平成 13年第 1回北海

道遺産に選定された「増毛の歴史的建物群」を構

成する建物の一つで、旧 JR増毛駅前から続く「ふ

るさと歴史通り」の中にあります。 

建物の老朽化に伴い、平成 12年から既存の古

い建物と調和するよう、4年間かけて改修されま

した。 

その結果、後世に残そうとしている姿勢が高く

評価され、平成 17年度「北海道赤レンガ建築賞」

を受賞しました。 

古き良き時代を思わせる増毛町の町並みの中、

石造りの蔵の中で、ふと懐かしさを感じる増毛を

代表する建物となっています。 

 

取組の内容 

「国稀酒造」は、増毛に根ざした酒蔵として、

これまで同社の製品販売や情報発信を通じて、地

域の観光協会や各種団体の取組とも連携しながら、

地域のＰＲや地場産品の知名度向上に取り組んで

きました。 

生産者との連携による商品開発については、増

毛町は果物が豊富に生産されていますが、生産量

に比べ知名度が高くないことから、地場産品を活

用した商品開発により知名度向上に取り組んでい

ます。 

現在は、地場産の果物を使用した炭酸水（りん

ご・洋なしの2種）を同社売店で販売しています。 

地域団体との連携については、地元漁協青年部

の企画である「漁師の力水」の商品化に対する協

力を行っています。 

同社から販売された商品売上の一部は、漁協青

年部から町内のスポーツ少年団や幼稚園へのスポ

ーツ用具寄贈の一部となるなど、地域に貢献して

います。 

また、同社に包装資材を納入している留萌管内

のＮＰＯ法人から相談を受け、障がい者が製作す

る手工芸品の企画について、土産用の商品開発に

向けた助言を行っており、製作された商品は、同

社売店でも販売しています。 

観光協会や地域の事業者との連携については、

観光協会等とのイベントの共催のほか、同社が所

有する施設「千石蔵」では、地元のコーヒーショ

ップがカフェを開設しているほか、商工会主催の

ビアパーティや札幌交響楽団のコンサートをはじ

め、ミニライブなどのイベント会場として年間

１０回ほど利用するなど、連携した取組を行って

います。 
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また、地元産の「酒造好適米」の確保に向けた

取組については、これまで同社の原料米は兵庫県

産「山田錦」などが中心でしたが、道産の「酒造

好適米」である「吟風」や「きたしずく」の活用

にも力を入れてきており、数年前からは町内の米

農家と連携し、「酒造好適米」の生産にも取り組ん

でいます。 

町内で生産された「酒造好適米」は、同社の定

番商品や期間限定商品の原料米として使用されて

います。 

平成 22年に、留萌振興局の職員や留萌管内の

日本酒愛好家により、地酒のＰＲ活動を目的に発

足した「國稀倶楽部」との連携については、地域

活性化を目的として交流会を定期的に開催してい

るほか、同倶楽部を通じて、管内で冬季に開催さ

れるイベントへの甘酒の提供などの地域貢献活動

に取り組んでいます。 

 

 

今後の展開 

「国稀酒造」では、今後も「國稀倶楽部」をは

じめとした地域団体と連携した地域貢献活動の取

組を継続するほか、新たな情報発信の取組につい

ても検討することとしています。 
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２．特定小売事業施設 

① 旭川市との包括連携協定や交通対策関係者など行政機関との連携【イオンモール旭川駅前】  

イオンモール旭川駅前 

○ 所 在 地：旭川市宮下通 7丁目 1番地ほか 
○ 開 店 日：平成 27年 3月 27日 
○ 営業時間：イオン旭川駅前店/8:00～22:00、その他の売場/9:00～21:00 ※一部営業時間が異なる店舗あり 
○ 敷面地積：28,300㎡（内、高架下約 9,800㎡） 
○ 店舗面積：18,188㎡ 
○ 延床面積：47,200㎡（施設全体約 76,700㎡） 
○ 設 置 者：北海道ジェイ・アール都市開発（株） 
○ 主要店舗：イオン北海道（株） 
○ 商業団体等への加入状況：旭川商工会議所、旭川平和通商店街振興組合 
○ ＵＲＬ：http://asahikawaekimae-aeonmall.com/ 

 

行政機関との連携のポイント 

「イオンモール旭川駅前」は、開店するまでの

地域関係者からの要望や意見交換の内容を、旭川

市との包括連携協定に盛り込むとともに、開店後

も旭川市との積極的な連携を継続している先進的

な取組です。 

また、北海道開発局や道などの道路管理者、交

通管理者などとの連携により、交通渋滞等の発生

を未然防止など、行政機関と連携しながら開店に

向けた対策を講じた事例です。 

 

旭川市と「イオン㈱」の「包括連携協定」の締結 

市では「イオンモール旭川駅前」の出店にあた

り、「イオンモール㈱」や JR北海道や旭川商工会

議所、旭川平和通商店街振興組合などと要望書を

提出するとともに、「イオンモール㈱」との意見交

換会や協議を重ねてきました。 

旭川市では、それまでの要望内容や意見交換等

内容の実効性を確保し、中心市街地をはじめとし

た地域の活性化や市民サービスの向上を図るため、

「イオン㈱」と平成 27年１月に「包括連携協定」

を締結しました。 

連携協定の目的は、旭川市と「イオン㈱」が相

互に連携しながら、双方の資源を有効に活用した

協働による活動を推進することにより、一層の地

域活性化及び市民サービスの向上を図ることです。 

「イオン㈱」は、連携協定の取組の第一弾として、

平成27年３月に、ご当地マネー「あさひかわＷＡ

ＯＮ」を発行し、表面には日本最北の動物園「旭山

動物園」の人気者「ホッキョクグマ」がデザインさ

れました。「あさひかわＷＡＯＮ」は、全国のＷＡ

ＯＮ加盟店でカードを使って支払われた金額の一

部を、旭山動物園の魅力向上と中心市街地のにぎ

わい創出による地域経済の活性化のための取組に

寄付するものです。 

平成27年３月、「イオンモール㈱」にとって初

の駅直結モールとなる「イオンモール旭川駅前」が

開店、「イオン北海道㈱」も同モールの核店舗とな

る「イオン旭川駅前店」をオープンさせました。 

年月 経緯等 

平成 24年 10月 
JR旭川駅直結複合ビルの計画に係る要望書 
（北海道旅客鉄道(株)←旭川市・旭川商工会議所） 

平成 24年 11月 
JR旭川駅直結複合ビルの計画に係る要望書 
（イオンモール(株)←旭川市・旭川商工会議所） 

平成 25年６月 
JR旭川駅直結複合ビルの計画に係る要望書 
（北海道旅客鉄道(株)←旭川市・旭川商工会議所・
旭川平和通商店街振興組合） 

平成 25年７月 

（仮称）イオンモールＪＲ旭川出店に係る 
北海道地域商業の活性化に関する条例に基づく
「特定小売事業施設新設届出書」「地域貢献活
動計画書」の届出・提出（受理：北海道） 

平成 25年７月 
JR旭川駅直結複合ビルの計画に係る要望書 
（イオンモール(株)←旭川市・旭川商工会議所・旭
川平和通商店街振興組合） 

平成 25年８月 

アンケート調査「JR旭川駅直結複合ビルの
計画に係る意識調査（中心市街地の商業者
対象）」「旭川駅周辺を含む中心市街地に関
する市民意識調査（市民対象）」を実施 

平成 25年８月 

（仮称）イオンモールＪＲ旭川出店に係る 
北海道地域商業の活性化に関する条例に基づく
「特定小売事業施設新設届出署」「地域貢献活
動計画書」に対する意見の提出（旭川市） 

平成 25年 10月 
中心市街地商店街意見交換会 
（市内中心部４商店街振興組合の主催） 

平成 25年 10月 
（仮称）イオンモール JR旭川出店に係る商
店街関係者とイオンモール(株)との協議
（市中心部３商店街振興組合ほか出席） 

平成 26年５月 
（仮称）イオンモールＪＲ旭川に係る 
大規模小売店舗立地法に基づく、 
新設の届出の告示（北海道） 

平成 26年９月 
（仮称）イオンモールＪＲ旭川に係る 
大規模小売店舗立地法に基づく、 
新設の届出に対する意見の提出（旭川市） 

平成 27年１月 旭川市とイオン(株)との包括連携協定の締結 

平成 27年３月 ご当地マネー「あさひかわ WAON」の発行開始 

平成 27年３月 「イオンモール旭川駅前」開店 
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「中心市街地交通対策検討会議」の開催 

北海道開発局では、「イオンモール旭川駅前」の

オープン時に懸念される交通渋滞等の発生を未然

に防ぎ、市民生活の利便性を確保するため、旭川

開発建設部が設置している「旭川都市圏道路交通

連携会議」の枠組みを基に、より幅広い視点から

の具体的な協議・検討を行うため、「中心市街地交

通対策検討会議」を平成 26年 11月から開店後

の平成 27 年 5 月まで、合計 5 回の会議を開催

しました。 

グランドオープンの平成 27 年 3 月 27 日に

は、検討会議の構成機関が連携して対策を講じた

ことから、駅前の大規模な商業施設の開店時に懸

念される大きな渋滞や混乱は発生しませんでした。 

「イオンモール㈱」にとって、国・道・市等の

行政機関と連携することで、民間企業単独では困

難な対策を講じることは、良い経験になりました。  
ご当地電子マネー「あさひかわＷＡＯＮ」の利用

で旭川市に寄付 
旭川市と「イオン㈱」の「連携協定」締結によ

る協働事業の一環として、イオンのご当地マネー

「あさひかわＷＡＯＮ」をイオン各店舗やＷＡＯ

Ｎ加盟店で利用すると、利用金額の 0.1％を旭川

市に寄付する仕組みです。 

「イオン北海道㈱」と「マックスバリュ北海道」

は、「あさひかわＷＡＯＮ」の利用で集まった約

２１３万円を、平成 28年 5月、旭川市長に贈呈

しました。 

なお、「あさひかわＷＡＯＮ」の平成 28年３月

末の発行枚数は約3万７千枚で、道内の約3,400

か所で使えるものです。 

北海道内のご当地WAONの実績 

カード種類 自治体 発行開始 発行枚数 H27年度寄付額 

ほっかいどう遺産 WAON 北海道 H23.7.28 194,774 14,349,557 

創造都市さっぽろ WAON 札幌市 H26. 3.1 57,253 4,527,036 

はこだて W A O N 函館市 H26.10.9 28,556 1,455,013 

あさひかわ WAON 旭川市 H27. 3.5 36,792 2,127,521 

とまチョップ WAON 苫小牧市 H28. 8.2 － － 

 

「あさひかわＷＡＯＮ」の寄付を旭川市が活用 

旭川市では、「あさひかわWAON」の寄付の趣

旨を踏まえ、中心市街地のにぎわい創出を目的と

した「旭川市まちなか活性化事業基金」と、旭山

動物園の魅力向上を目的とした「旭川市旭山動物

園施設整備基金」の２つの基金にそれぞれ寄付額

の１／２ずつを積み立て活用しています。 

「旭川市まちなか活性化事業基金」は、平成 28

年 6月 25日、26日に開催された「買い物公園

まつり・第 15回大道芸人フェスティバル inあさ

ひかわ 2016」に、「旭川市旭山動物園施設整備

基金」は旭山動物園の施設整備や動物購入に活用

されています。 

ご当地WAONによる寄付金活用方法 

ご当地WAON 活用方法 

ほっかいどう遺産WAON 

「NPO法人北海道遺産協議会」に寄付さ

れ、北海道各地にある宝物を次世代に引き

継いでいく活動に活用。 

創造都市さっぽろ WAON 札幌市の文化芸術振興に活用。 

はこだて W A O N 函館市の子育て支援事業に活用。 

あさひかわWAON 旭山動物園の魅力向上・中心市街地のにぎ

わい創出による地域経済の活性化に活用。 

とまチョップ WAON 苫小牧市地方創生事業に活用。 

「イオン㈱」では「あさひかわWAON」を発行

後１年が経過し、市民に広がりつつあることから、

今後とも「あさひかわ WAON」のＩＣチップを

活用した地域貢献に関する取組に力を入れ、地域

と連携したポイント事業等の実施に取り組むこと

としています。 

 

災害時における連携 

核テナントである「イオン北海道㈱」は、平成

18 年に旭川市と「災害時における消費生活の安

定及び応急生活物資の供給等に関する協定」を締

結しており、災害発生時における物資の提供等に

ついても貢献しています。 

また、平成 28年 8月の台風第 10号をはじめ

とした北海道の各地に大雨等の被害があった際に

も、協定に基づき、被害の大きかった芽室町から

の要請により、「イオン北海道㈱」からパン、おに

ぎりなどの食料品の迅速な提供を行いました。 

 

今後について 

旭川市との包括連携協定や災害時の協定、国や

道など交通関係者による協議組織など、今後とも

地域の関係者の連携を重視した積極的な取組を行

うこととしています。 
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② 空間づくりや多彩なイベントなど地域コミュニティとの連携【函館蔦屋書店】  

函館蔦屋書店 

○ 所 在 地：函館市石川町 85-1 

○ 開 店 日：平成 25年 12月 25日 
○ 営業時間：7:00～25:00 
○ 敷面地積：30,753㎡ 
○ 店舗面積： 8,278㎡ 
○ 延床面積： 9,295㎡ 
○ 設 置 者：SNOW-ASSET 特定目的会社 
○ 主要店舗：函館蔦屋書店 
○ 商業団体等への加入状況：石川町会、桔梗町会、はこだて花かいどう 
○ Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.hakodate-t.com/ 

 

地域コミュニティとの連携のポイント 

「函館蔦屋書店」は、新たなコンセプトの空間

づくりに加え、積極的な集客事業としての多彩な

イベントの開催など、地域コミュニティと連携し

た取組事例です。 

 

「函館蔦屋書店」は、代官山「蔦屋書店」のコン

セプトを引き継ぐ全国展開の 1号店 

大人の方に向けた生活提案の場として作られた

代官山 蔦屋書店のコンセプトを引き継ぎ、「蔦屋

書店」を全国展開させていくための1号店として、

「函館蔦屋書店」は、平成 25年 12月にオープ

ンしました。 

「蔦屋書店」の全国展開は、「蔦屋書店」という

「文化の樹」を日本の地方都市に一本ずつ丁寧に

植えていこうという発想です。 

樹にとってその土壌との相性が大切なように、

全国に新しく作られる「蔦屋書店」は、代官山の

コンセプトを引き継ぎ、その街に住む人々にとっ

て居心地のよい場所を目指しています。 

「函館蔦屋書店」も、函館のコミュニティ・ハ

ブになることを目指し、3つの「間」を大切にし

ていきます。 

3つの「間」とは、空間・時間・仲間。友だち

や家族といった生活の仲間たちと、楽しい時間を

過ごすための空間のことを表しています。 

 

取組の背景 

「変革の 80年代に、文化を手軽に楽しめる店」

を目指して昭和５８(1983)年大阪府枚方市に

TSUTAYAの第1号店である「蔦屋書店枚方店」

を開店。 

当時レンタル業界はメジャーではなく、

TSUTAYAは「いつでも、どこでも、だれでも」

便利に文化を提供する拠点として市場に受け入れ

られてきました。 

しかし、年代が変わっていく中で、同じことを

継続することへの疑問や、レンタル業界の競合、

メディア供給を可能とするスマートフォンの台頭

などの環境下で様々な検討の結果、ネットでは対

応できない形を提供する場として、好きな人の集

まりを作る「コミュニティスペース」としての空

間を提供することになりました。 

この空間づくりを大事にし、これを作ることに

よって、地域の人がつながる「コミュニティタウ

ン」に結びつくものと考えています。これが今の

「蔦屋書店」のコンセプトになっています。 

メインターゲットを団塊世代と団塊ジュニア世

代とし、まずは、書店に来てもらうことが第一と

考え、店内に滞在してもらうための仕掛けづくり

に力を入れ、キッズスペースの設置や料理教室な

どのイベント開催を行っています。 

 

また、「蔦屋書店」には、それぞれ専門の生活ジ

ャンルに深い専門知識を持つ「コンシェルジュ」

を配置しており、空間づくりに厚みを増していま

す。「函館蔦屋書店」にも、多くのコンシェルジュ
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が在籍しています。 

さらに、空間づくりにあたっては、店舗の内外

装や飲食店・テナントの配置、商品のレイアウト

等、商品の提供にとどまらず、ライフスタイルを

提案できる場としての機能を持たせるなど、様々

な工夫が施されています。 

函館を出店場所に選んだのは、「蔦屋書店」モデ

ルを全国展開していくにあたっては、札幌のよう

な大消費地ではなく、商圏人口 30万人規模での

ノウハウ蓄積が適当と考えたものです。 

 

取組の内容 

人が集う場づくりとして、最も重視しているの

が、地域との繋がりであり、このため、地域との

橋渡し役である「コミュニティ担当スタッフ」を

配置しています。 

「コミュニティ担当スタッフ」が地域に積極的

に飛び込み、地域とスタッフとの繋がりが生まれ

ることによって、地域に密着した様々なイベント

を展開しています。 

イベントの中で、本の読み聞かせについては、

地域の要望を「コミュニティ担当スタッフ」が拾

い上げて、担当の「コンシェルジュ」に繋げて形

にしています。 

イベントについては、ご当地タレントの「イン

ストアライブ」のほか、「料理教室」、「作る・書く」、

「音楽・映画」、「親子・育てる」、「学ぶ・知る」、

「その他」のカテゴリーで多岐にわたって行われ

ていますが、そのほとんどが地域からの声に基づ

くものとなっています。 

イベントでは、市民団体や個人、地元企業など

多くの団体が活動しています。 

 

中でも一番の人気はパンづくりのイベントで、

当日は長蛇の列になり、売り切れが発生すること

もあります。 

日本語禁止の空間「Late Night Talking」のイ

ベントは英会話を楽しめる場づくりへの需要が高

く、既に開催数 66回を数えます。 

また、子供向けの「食育・体験イベント」は人

気があり、特にマジックのイベント「トレカ大会」

は人気があります。 

地域の人たちが気持ちよく過ごせる“居場所”

づくりを目指してイベントに取り組んでいますが、

書店として本を求めに来る人達にも十分に配慮し

ており、こだわった空間の雰囲気を壊さないよう

に注意しながら、イベントの実施を決めています。 

現在、書店が主体で実施している月 1回のイベ

ントとして、地域在住のアーティスト等がこだわ

りの作品等を心に残る一冊とともに紹介する

「Hakodate MARCHE」があります。 

また、「理想の食卓」をコンセプトに様々な料理

を提案する「レストランＦＵＳU」では、「食べる」

ことを楽しめるイベントを提案しています。 

平成 28年７月は、「デザートビュッフェ」を４

日間にわたり開催しました。 

小中学生の職業体験については、現在 5～6校

受け入れており、要請があれば今後も受け入れる

予定です。 

 

今後の展開 

「函館蔦屋書店」は、「蔦屋書店」のこれからの

店舗展開を目指した実験店舗であるとともに、そ

の取組におけるモデル店舗としての顔を持ってい

ることから、新たな取組が着実に実を結び続けて

いくことが求められているところです。 

今後とも「蔦屋書店」としての基本的なコンセ

プトをより深化させ、「コミュニティスペース」と

しての空間作りを充実させていくために、「コミュ

ニティイベント」に傾注できる「コミュニティ担

当スタッフ」を専任者として配置することで、地

域とのつながりをより強固なものとしていき、こ

の地域における「コミュニティ・ハブ」としての

役割を果たしていくこととしています。 

開店3年目を迎えた平成28年の年末に向けて

は、店内の雑貨等を陳列している小部屋を改変す

るなど、さらに集客力を高めるための仕掛けを行

っていくこととしています。 
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③ 自治体との連携協定など地場産品の消費拡大に向けた連携【イトーヨーカドー釧路店・函館店】  

イトーヨーカドー釧路店 イトーヨーカドー函館店 

○ 所 在 地：釧路市新橋大通６丁目 2番地ほか 

○ 開 店 日：昭和 56年 
○ 営業時間：9:00～21:00 
○ 敷地面積： 5,447㎡ 
○ 店舗面積： 9,664㎡ 
○ 延床面積：16,267㎡ 
○ 設 置 者：株式会社 サトービル 
○ 主要店舗：イトーヨーカ堂 
○ 商業団体等への加入状況 
      釧路商工会議所、釧路間税会 
      新橋大通商店街振興組合 
○ ＵＲＬ：http://blog.itoyokado.co.jp/shop/106/ 

○ 所 在 地：函館市美原１丁目３番１号 
○ 開 店 日：昭和 55年 9月 
○ 営業時間：9:00～21:00 
○ 敷地面積：20,288㎡ 
○ 店舗面積：15,648㎡ 
○ 延床面積：23,791㎡ 
○ 設 置 者：一位物産 株式会社 
○ 主要店舗：イトーヨーカ堂 
○ 商業団体等への加入状況 
      函館商工会議所、亀田商工会 
      美原町会、防犯協会 
      函館市簡易包装推進懇談会 
○ ＵＲＬ：http://blog.itoyokado.co.jp/shop/099/ 

 

地場産品の消費拡大に向けた連携のポイント 

「イトーヨーカ堂」は、約 30年前から「地域

に根ざす方針」を会社の方針に掲げていましたが、

平成 27年 1月、従来の本部主導のチェーンスト

ア理論から離れた、各店舗が商売の主体となる仕

組みづくりに舵を切り、地域の店舗ごとの特徴を

出し、地域の顧客ニーズへの細やかな対応を進め

ています。 

本部の方針を受け、各店舗では地場産品の取扱

の拡大の取組を始めましたが、道内ではいち早く、

釧路店と函館店が地方自治体と連携協定を締結し、

地場産品の消費拡大に取り組んでいる先進的な事

例です。 

 

釧路店での取組 

釧路店では、より地域に根ざした店舗を目指す

ため、本部の方針転換に先立ち、平成 26年から

地場産品販売の取組を本格化させました。 

同年 12月に釧路店単独で「釧路のうまいもの

祭り」を開催したところ、通常のチラシの企画に

比べ 150％以上の効果があり、以降、釧路店では、

地場産品の取扱いをさらに強化しました。 

 

釧路店の取組内容 

釧路店では、地場産品の展開に向けては、地元採

用の販売員の意見を取り入れ、中標津町の菓子や鶴

居村のチーズなどを取扱ったことにより、地元産品

に対するニーズの存在を把握しました。 

魚介類の仕入れは、釧路、釧路東部など地元漁

協を活用し、規模は小さいながら白糠のタコや厚

岸のカキ等、幅広く取り扱いました。また、地元

の有名な「鰯のほっかむり」、「スパカツ」、「サン

マンマ」の手頃な価格帯での商品化にも取り組ん

でいます。 

釧路店では、特に「北釧鯖」に力を入れており、

将来的には全国有数のブランドとなるよう定期的

にブランド促進のイベントを実施しています。 

釧路店では平成 27年 8月、釧路市と「地産地

消・地場産品販路拡大に関する連携及び協力に関

する協定」を締結しました。 

協定締結を機に、店舗やネットスーパーでの地

場産品の販売をさらに進めるとともに、道外にお

ける釧路物産展へのサポート、市が主催する見本

市への積極的な参加に取り組んでいます。 

釧路店の 3階では、釧路市中部子育て支援セン

ター「よちよちひろば新橋」と連携した取組を進

めており、平成 27年 9月には、子育て支援イベ

ント『ママへのごほうびフェスタ 2015』を開催

しました。地域の「乳幼児を持つ母親」を対象に

親子の絆を大切にし、母親の健康維持・増進やリ

フレッシュ、母親同士のネットワーク作り、子育

てに役立つ情報の取得を目的とした子育て支援イ

ベントです。 

この催しは、健康スポーツプロモーションに造

詣の深い「早稲田大学スポーツ産業研究会」や釧

路市の後援のもと、「子育て支援」というキーワー

ドで繋がった企業とともに、「産官学連携」で実施

したもので、北海道地区での開催は初めてとなり

ました。 

 

釧路店の今後の展開 

釧路店では、地場産品を店舗で販売するだけで

なく、「イトーヨーカ堂」の全国ネットワークを活

かした地場産品の消費拡大を進めています。 
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「北釧鯖」など地元で水揚げされる旬な産品を

活用した全国展開できる商品開発や、地元の鹿肉

など地元食材のギフト商品の提案を行い、全国ネ

ットワークを活かした地域の価値を高める取組を

進めています。 

 

函館店での展開 

函館店も本部の方針転換を契機として、これま

で以上に地域の実情に沿った店舗運営ができるよ

うになったことから、新たな地域貢献の取組検討

を行いました。 

函館店では、釧路店と釧路市の連携協定を参考

にしながら連携事項を検討し、函館市に連携協定

を提案、平成 27年 11月、函館市と「協働のま

ちづくりに関する協定」が締結されました。 

なお、平成 28年 4月には、同じ「セブン＆ア

イホールディングズ」グループの「セブンイレブ

ン」が、函館店と同じ内容の「協働のまちづくり

に関する協定」を締結、さらに「函館市における

高齢者等の地域見守り活動に関する協定」を締結

し、併せて、「協定締結記念商品」を函館市内や近

郊の店舗で販売しました。 

 

函館店での取組内容 

函館店では函館市との協定締結後、地産地消の

取組が加速しており、年 2回開催の「うまいもの

市」には多くの地元業者が参加し、函館市内では

あまり見られない近隣地域の産品の紹介も行うこ

とができました。 

取扱商品の開拓に当たっては、ロットにこだわ

らず、少量のものでも生鮮品を中心に地元特産品

の掘り起こしを、店長自らが出向いて交渉に当た

るなど、積極的に商品開拓を進めています。 

函館市との協定締結により、市からの協力や情

報提供、市主催の物産・商談に関するイベント参

加など、これまで以上に取り組みがしやすくなっ

ています。 

函館市の「ロゴ」の使用や、チラシに市長が登

場してもらうことも、協定による大きな成果の一

つとなっています。 

地場産品の販路拡大に向けては、北海道新幹線

開業を記念して、平成 28年 3月に全国のイトー

ヨーカ堂 170 店舗で「函館フェア」を開催しま

した。遠くは広島でフェアを開催するなど、全国

に向けて函館の知名度向上に取り組みました。 

同年 10月にも函館と他県を紹介するフェアを

全国で開催しています。 

また、同年4月から、函館の物産のPRのため、

函館空港限定のお弁当 2種類、ハンバーガー1種

類を函館空港の国内線搭乗待合室の売店で販売を

始めました。 

お弁当の商品開発は、女性従業員の意見を取り

入れ、函館市民の普段の食卓に並ぶメニューにこ

だわったものとなっており、観光客などに地元の

味を楽しめる商品づくりを行っています。 

この他にも、高齢者対応や認知症教育に向けた

函館市の取組への協力や、市との連携による河川

のボランティア清掃活動を行っており、平成 28

年の参議院議員通常選挙では、市が初めて行った

商業施設への投票所設置に協力しました。 

函館店では学校への協力にも積極的に取り組ん

でおり、吹奏楽の発表の場や農業高校の成果品の

販売場所として、店内の吹き抜け空間などの場を

提供しているほか、夏休みから秋にかけて、小学

生の職場体験も行っています。 

 

函館店の今後の展開 

函館店では、市と連携した地場産品普及の取組

に向けて、今後とも商品開発を進めていくことと

しており、特に地元の水産物や有機・無農薬の野

菜に着目した商品開発を検討していくこととして

います。 

地元では、特産のイカが減少したものの、良い

ブリが獲れるようになったなど、昔と比べ獲れる

魚種が変わってきていますが、地元の人たちの食

べる魚種はあまり変わっていない傾向にあります。 

良いブリが地元で獲れているにもかかわらず、

地元であまり食べられていないことから、地域の

食文化を維持しながら、今後は、地元で獲れてい

る魚を食べる、地産地消の「新たな食文化」の提

案の取組も検討しています。 

函館店では、今後も地元に溶け込み、地産地消

の「新たな食文化」の提案のような、地元の生産

者と消費者の間のギャップを埋める取組など、今

後とも地域に貢献していくこととしています。 
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④ 地域の商工関係団体、農業法人、行政との食や買物弱者など幅広い分野の連携【藤丸百貨店】  

株式会社 藤丸 株式会社アグリファッショングループ 

「藤丸百貨店」は、富山県出身の藤本長蔵氏が、帯広
の地に「北越呉服」を創業。その後、地域が発展し、そ
れとともに業容が拡大。 

百貨店としての歴史は、昭和 5年、現在の地に開業し
た「藤丸百貨店」から。 
○ 所 在 地：帯広市西２条南８丁目１番地 
○ 開 店 日：昭和 57年 3月 1日 
○ 営業時間：10:00～19:00 
○ 敷地面積： 5,241㎡ 
○ 店舗面積：16,651㎡ 
○ 延床面積：42,081㎡ 
○ 設 置 者：ふじまるビル株式会社 
○ 主要店舗：株式会社 藤丸 
○ Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.fujimaru.co.jp/ 

帯広の農家女性らが平成 27年 12月１日、女性の新
規就農を支援する農業法人「アグリファッショングル
ープ」を設立。創業者は、酪農業の傍ら、おしゃれな農
作業着などを販売する衣料雑貨店「アグリファッショ
ン」を営む市内の橋爪理恵さんや、夫の恒雄さんら。 
第１弾として「十勝ガールズ農場」を市内の農地５ヘ
クタールを借りて開設。ガールズ農場は、家族経営が難
しくなった農家から農地を借り、栃木県出身の沢居恵
利さんと苫小牧市出身の高野華瑠菜（はるな）さんが共
同農場長として運営。 
農場長の２人は、酪農学園大の同級生。卒業後、十勝
管内での新規就農を目指して新得町の女性専用農業体
験実習施設「町立レディースファームスクール」で１年
間畑作と畜産を学び、帯広市内の畑作農家でそれぞれ
従業員として働いてきた。 

 

地域の商工関係団体、農業法人、行政との連携のポイント 

「藤丸百貨店」は、地域の経済を反映しながら

発展してきた地元を代表する企業であり、地域貢

献も商工関係団体の中心的な役割を果たしながら

取り組んできています。 

今回の事例は、地域の最近の動きに合わせて、

農業法人や行政との連携を始めた取組です。 

 

藤丸百貨店の状況 

昭和 5 年、当時の帯広は人口が 3 万人に満た

ない都市で、「藤丸百貨店」は立地場所も繁華街か

ら外れた場所にありました。 

地上 4階建ての店舗に、数多くの品揃えや各種

文化行事を繰り広げる大ホールなどを有した、帯

広初の百貨店でしたので、帯広、十勝管内のみな

らず、釧路や旭川、北見などからも多くの人が訪

れる店舗でした。 

その後、昭和 57年に「ふじまるビル」を建設

し、店舗を移転させ、規模の拡大を図るとともに、

地域に根ざした店舗運営により、地元の人たちか

らは「藤丸さん」と親しみを込めてと呼ばれてい

ます。 

 

取組の背景 

「藤丸百貨店」は、地域の発展とともに大きく

なった地場企業としての強い思いがあり、地元と

のネットワークを大切に、商店街や町内会・各種

団体との横の連携を活かした取組を長年にわたり

続けてきました。 

こうした取組が脈々と受け継がれてきたことか

ら、「大型店と地元の対立」はなく、長い歴史の中

で積み上げてきた成果が次第に広がってきました。 

経済環境が厳しい大型量販店・百貨店業界では

ありますが、「藤丸百貨店」は地域とともに発展し

てきた思いから、地域のイベント等の協力要請に

は積極的に応じてきました。 

 

取組の内容 

「藤丸百貨店」は、町内会・商店街の一員とし

て、地域とともに様々な連携した取組を行ってき

ました。 

「帯広平原まつり」には、店舗内の催事場でイ

ベントの開催等による参画をはじめ、「中心市街地

に交流、にぎわいを取り戻そう」という目的で平

成 18年に始まり十勝帯広を代表するイベントに

成長した「帯広まちなか歩行者天国」、「オビヒロ

ホコテン」では、当初「藤丸百貨店」が実行委員

長を務めるとともに、現在も協賛企業として人的

支援も含めて積極的に参加しています。 

毎年11月下旬から翌年2月中旬までの間で行

われている「おびひろイルミネーション」では、

店舗前の広場で開催される合同点灯式や、約 100

人の園児がサンタクロースに扮してのパレードが

行われる「X’mas Fantasy」などのイベントへ

の参加等を行っています。 

 

「十勝ガールズ農場」との連携 

「藤丸百貨店」では、平成 28年 8月に「十勝

ガールズ農場」が「とかち農業女子マルシェ」を

「藤丸百貨店」で開催したことをきっかけに、同

年 10月に、「十勝ガールズ農場」を運営する農業

法人「アグリファッショングループ」と「包括連
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携協定」を締結しました。 

「藤丸百貨店」の地下１階の青果店「九州屋」

に「十勝ガールズ農場」の野菜を販売するコーナ

ーを設置するとともに、農産物を百貨店のギフト

商品に取り入れ、十勝の農業を広く情報発信して

います。 

農閑期の 11 月～3 月には、「十勝ガールズ農

場」の農場長を「藤丸百貨店」に派遣して自社農

産物の試食販売を行い、販売を学ぶとともに野菜

の魅力を消費者に直接伝え、どんな農産物が求め

られているのかを把握して、次の栽培計画に活か

しています。 

さらに、「アグリファッショングループ」では、

「藤丸百貨店」で自社のアウトドアブランド衣料

や雑貨の販売も行い、「農業ビジネスコンサルティ

ング事業」の窓口も開設する予定となっています。 

帯広の中心市街地の「藤丸百貨店」を、農業者

との交流や新たなビジネス創出のきっかけの場に

しています。 

 

高齢者向けの新たな取組 

「藤丸百貨店」では、一人暮らしの高齢者や車

いす利用者など、荷物を持った買い物が一人では

負担となる方を支援するため、平成 28年 1月か

ら「介護タクシー事業」を行っている「十勝中央

観光タクシー㈱」と連携したサービス「ラクラク

藤丸お買い物サポート」を開始しました。 

介護ヘルパーの資格を持った運転手が介助のノ

ウハウを生かして、「藤丸百貨店」と自宅の送迎や、

荷物の持ち運び、店内の車いすでの移動など、1

人での買い物が負担となる方の支援を行っていま

す。 

その他、「藤丸百貨店」は地域の商工関係団体等

へも積極的に加入するとともに、帯広市や帯広商

工会議所とも密接に連携し、イベントや各種検定

の実施、接客販売コンテストなどを開催してきま

した。 

また、店舗８階の場所を帯広市に提供し、「市民

活動交流センター」が開設されています。 

 

今後の展開 

十勝地域は農業が堅調であるものの、高齢化の

進展など、経済環境が厳しい状況が続いています。 

百貨店の使命は「生活を楽しむお手伝い」であ

ると考え、今後も、ワンランク上の食材や衣服、

食器など百貨店の強みである高級感や新しさを重

視していくこととしています。 

さらに、十勝地域のブランドである乳製品、農

畜産加工品、スイーツなどの地場産品については

パッケージングも含め、メーカーに負けない商品

づくりを提案しています。 

高齢者向けサービスについては、平成 28年度

に「ラクラク藤丸お買い物サポート」を開始した

ところですが、その効果は道半ばという状況です。 

今後、ますます高齢者が顧客の中心になってい

くことから、次の段階のサービスの展開も必要と

なっています。 

「藤丸百貨店」では、十勝地域の食材や特産品

の PR、販売促進など、地域密着路線強化の一環

として、平成 28年 11月、十勝総合振興局と「包

括連携協定」を締結しました。 

藤丸百貨店と十勝総合振興局の包括連携協定の概要 

○ 食の振興に関する事項 
 ・十勝の食の販路拡大 
 ・食に関する制度の普及拡大 
○ 安全・安心な地域づくりに関する事項 
 ・子どもの安全・安心に関する事項 
 ・災害発生時の協力 
○ 子育て支援に関する事項 
 ・子育て支援に関する事項 
 ・少子化対策の普及啓発に関する事項 
○ 地域の産業支援に関する事項 
 ・障がい者の自立支援に関する協力 
 ・道産木材の普及啓発 
○ 道政広報への協力に関する事項 
 ・店内へのポスター・ちらしの設置 
 ・道が主催するイベントへの協力 
○ その他双方が必要と認められる事項 
 ・アイヌ文化の振興 

「藤丸百貨店」は、行政機関と連携協定を結ぶ

のは初めてでしたが、今後は十勝管内の各市町と

も連携を深め、地域百貨店として十勝ブランドを

全国に発信していくこととしています。 

「藤丸百貨店」は、地域の発展とともに事業展

開してきた地元企業として、今後も地域に根ざし

た、地域貢献の取組を連携して進めていくことと

しています。  
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⑤ 環境保全の取組や就業体験など地域の学校、ＮＰＯ法人との連携【東武サウスヒルズ】  

東武サウスヒルズ 

○ 所 在 地：標津郡中標津町南町 3番地 10 

○ 開 店 日：平成 18年 7月 1日 

○ 営業時間：8:30～22:30 

○ 敷地面積：88,180㎡ 

○ 店舗面積：20,501㎡ 

○ 延床面積：24,056㎡ 

○ 設 置 者：株式会社 東武 

○ 主要店舗：株式会社 東武 

○ 商業団体等への加入状況:中標津商工会 
○ ＵＲＬ：http://www.kk-to-bu.co.jp/southhills/ 

 

地域の学校、ＮＰＯとの連携のポイント 

「東武サウスヒルズ」は、環境保全や子供など

に対する地域貢献活動である「エシカル活動」に

取り組んでいます。 

特に、地域の学校と連携した取組を充実させて

おり、学校の範囲を拡げることに加え、農業高校

や高等養護学校などの生徒たちが、より活躍でき

るよう工夫したり、ＮＰＯ法人の力を借りて取組

を拡げたりしながら、地域との連携を深めている

事例です。 

 

東武の状況 

「(株)東武」は、昭和 44年設立で、昭和 48年

7月に、中標津町旧市街地に「ショッピングセン

ター東武」を開店しました。 

中標津町の旧市街地を代表する大型量販店とな

り、平成 7年には端野町（現北見市）に端野店を

出店しました。 

平成 18年には、中標津店の国道南側の現在地

に「東武サウスヒルズ」を開店し、旧市街地にあ

った旧店舗を閉鎖、本店を移転しました。 

 

取組の背景 

地域に根ざした取組を続けてきた「東武サウス

ヒルズ」は、より地域に愛される店作りとして「カ

スタマーエクスペリエンス（感動体験）」を推進し

ています。 

その一環として、地域の学校との連携を進め、

小学生の社会見学や、高校や高等養護学校の生徒

の「就業体験」や「物産展」等出展の受入に積極

的に取り組んでいます。 

 

「就業体験」では、農業高校の農業クラブ研修

会として、店長の指導のもと、商品の POP 作り

や商品陳列の学習機会を提供しています。 

また、「道東物産展」には 30校が参加し、高校

生たちが作った商品をブース展開しています。 

農業学校はパン、ソーセージやベーコン、高等

養護学校は陶器、鉢物などを出品しています。 

農業高校については、現在、月 1～2回の常設

出展に向け協議を行っているところです。 
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高等養護学校との連携も旧店舗時代から取り組

んできていますが、毎年秋に、１年生と２年生を

5人受け入れて、職場の「体験学習」を行ってい

ます。 

 
実習を体験した生徒から「東武で働きたい」と

希望があり、高等養護学校から就職依頼を受けた

ので、3年生 1名を受け入れ、実習を経て採用し

ました。現在、来店者の対応などポーターとして

活躍しており、職場の仲間に頼りにされてきたの

で、今後、さらに経験を積んで、複雑なセクショ

ンでの活躍も視野に入れています。 

さらに、平成 28年度も高等養護学校から希望

者１名の依頼を受けています。 

その他、２８年度は地元高校から 4名採用して

います。 

 

取組の内容 

「東武サウスヒルズ」では、周辺地域での環境

保全のための取組や、子供、動物たちへの取組と

して様々な活動を「エシカル活動」として進めて

います。 

「エシカル活動」の中でも、家庭の不要品を回

収する事業「はっぴいエコプラザ」は中標津店、

端野店の両店舗で開催しており、障がい者就労支

援 NPO法人と連携して障がい者 20名が対応、

毎回、200名の住民が集うイベントになっていま

す。店舗では、不要品を持ち込んだ来店者に対し、

当日限定、店舗内で利用できる、商品 1点 10％

引きの「エコプラザ グリーン券」を進呈していま

す。 

「エシカル活動」の立ち上げ当初には、取組が

理解されず苦労した時期がありましたが、少しず

つ理解されるようになり、今では人気のイベント

になっています。 

住民への PRは、折り込みチラシや店内告知、

口コミなどで広がっていきました。 

障がい者就労支援NPO法人とは、端野店の「イ

ートインフードコート」の運営で連携して取り組

んだことがきっかけに、障がい者雇用に結びつい

た事例もありました。 

また、劇団経験を有する端野店の店長を中心に

自主組織である「TOBU レンジャー ギガルス」

が地域で活動しています。 

 
月に１度の子供向けイベントを開催するなど、

今では地域のイベントや防犯の出動式などに呼ば

れ、ご当地ヒーローとしての活躍が増えています。 

高齢者向けの取組では、近頃、高齢者の一人暮

らしが増えている中で、高齢者向けの弁当宅配の

「まごころ宅配弁当」に取り組んでおり、「おじい

ちゃん、おばあちゃんも、これで安心！」を実現

するために、メニューも毎日変わる日替わり弁当

を年中無休で昼食と夕食用として、低廉な価格で

配送・提供しています。 

一方で、中標津店では、他店に例を見ない食材

の量り売り「バルクコーナー」や「地元特産品売

場」を設置したほか、道外一流有名店と同一商品

の販売を行うなど、テーマ性や独自性を持たせた

売り場づくりを行っており、個性の強い店舗とな

っています。 

 

今後の展開 

「東武サウスヒルズ」は、これまで周辺地域で

の環境保全のためのエコロジーの取組や、子供、

動物たちへの取組など様々な活動「エシカル活動」

を進めてきました。 

学校関係の取組では社会見学や就業体験などの

学校関係の取組のほかに、高齢者向けの取組など、

様々な取組を行ってきており、今後もこうした取

組を通じて、地域貢献活動を継続し、より地域に

根ざした店舗づくりを目指していくこととしてい

ます。 
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３．商工関係団体 

① 商店街の組合員事業者が地域の住民の困りごとを解決する取組【発寒北商店街振興組合】  

発寒北商店街振興組合（ハツキタ商店街） 「ハツキタくらしの安心窓口」の概要 

昭和 46年に発寒北商工振興会が設立され、昭和52年
に発寒北商店街振興組合を設立。平成 10年には発寒流
雪溝を整備し、地域住民から冬期間雪山のない商店街
通行で利便性を向上させ、感謝されている。安心・安全
で楽しく生活が送れるための『４０年後、札幌で一番住
みやすい街へ』を合言葉に、地域の小・中学校や住民と
協力しボランティア『ハツキタ倶楽部』による花いっぱ
い運動、ふれあい夏祭り、スノ－キャンドル、地域に学
ぶ職業体験などを開催している。 

○ 所在地：札幌市西区発寒 12条 3丁目 4-13 
安住ビル 1階 

○ T E L ：011-663-8541 

○ F A X ：011-663-8541 

○ U R L ：http://www.hatsukita.com/ 

「ハツキタくらしの安心窓口」は、発寒北商店街振興
組合と加盟店である地元事業者が協力し、様々な暮ら
しに関する相談を受けている。 
対応する事業者はすべて発寒北商店街振興組合に加
盟する地元事業者。 
くらしの安心窓口では、商店街周辺の家庭からの相
談を受けると、加盟店の中から最適な事業者を選定、連
絡を受けた事業者が迅速に相談者に対応するシステ
ム。 

○ 所在地：札幌市西区発寒 12条 3丁目 4-13 
安住ビル 1階 

○ T E L ：011-624-5768 
 

 

地域の困りごとを解決する取組のポイント 

「発寒北商店街振興組合（ハツキタ商店街）」は、

「40 年後、札幌で一番住みやすい街へ」との理

念のもとに活動しており、各事業・イベントでは、

地域コミュニティの担い手として、「子育て支援・

教育支援」、「世代間交流」、「商店街利用・店舗利

用促進」、「環境問題・エコロジー」、「収益事業」、

「安心安全なまちづくり」、「地域間交流・地域団

体交流」、「情報発信」の目的ごとに様々な取組が

行われています。 

今回は、様々な取組を進める中で、地域の声を

もとに、地域住民の困りごとを商店街で解決でき

る事業であり、地域密着の取組です。 

地域の状況 

商店街は、JR 函館本線発寒中央駅から北に伸

びる通称「ぎんなん通り」（約 1.5㎞）を中心とし

た地域にある商店街で、「ハツキタ商店街」の愛称

で呼ばれています。 

発寒北地域は、人口約 18,000 人、世帯数約

8,700 世帯、高齢化率 26.4％となっています。 

近くには工業団地があり、昔から飲食店を中心

に店舗が並び、昭和 46年に発寒北商工振興会が

設立、現在の商店街振興組合として法人化したの

は昭和 52年です。 

取組の背景 

少子高齢化と産業構造の変化の影響で、高齢化

率が上昇する中、近隣への大型店の出店による来

街者の減少、空き店舗の増加などにより、設立当

初 107 名を数えた組合員も平成 22 年には 68

名にまで減少しました。 

こうした中で、商店街は、自らの存在意義を見

つめ直し、地域住民と顔の見える関係の再構築を

進めることとし、平成 22年に取組を始めた「家

庭の廃油回収事業」では、商店街全体の回収量の

7割以上を占める結果となり、改めて、商店街が

地域に頼られる存在と認識されました。 

この取組をきっかけに、「モノを提供するだけの

存在からサービスを提供する存在に特化しよう」

との考えから、住民ニーズを商店街活動に組み入

れ、地域コミュニティの担い手としての役割を果

たしていくための取組を進めました。 

「40 年後、札幌で一番住みやすい街」となる

ために、まずは、今、住んでいる子供たちが将来、

この地域に愛着を持ち続けるきっかけづくりのた

め、地元小中学校との連携強化に乗り出しました。 

地元小学生との「スノーキャンドルづくり」で

は全校児童に対象が拡大したほか、中学生の「職

業体験学習」では対応する参加店舗が増加し多様

化が進むなど、着実に活動を広げてきました。 
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連携のきっかけづくりに際しては、趣向を凝ら

したアイディアも盛り込まれており、その一つに

は、学校の「トイレ清掃」があります。 

素手で便器を一つひとつ清掃するもので、最初

は抵抗感を示していた子供たちも、商店街の組合

員が率先しながら、その意義を示すことにより、

今では、子供たちも取り組んで良かったと思える

ような取組に成長しています。 

 

もう一つは、全道で初めて導入した地域通貨「ア

トム通貨」です。これは、域内循環の拡大を目指

すだけでなく、ネームバリューのあるキャラクタ

ーを使うことで地域通貨自体に「プレミア感」を

持たせたことから、子供たちは持つこと自体に満

足感を抱くこととなり、結果として地域の社会貢

献活動への参加拡大に繋がっています。 

こうした地域の子供たちとの取組は既に 10年

以上続いており、今では、地域行事として定着し

ていますが、これも、「40年後、札幌で一番住み

やすい街」を目指す商店街が、将来この地域を担

うであろう子供たちとの様々な触れ合いを通じて、

子供たちの心に商店街地域への愛着や誇りを育ん

でいくためものです。 

平成 25年には、国の補助事業を活用して、商

店街に福祉拠点としてのコミュニティ施設「にこ

ぴあ」を整備しました。 

この施設では、商店街としては全国的にも珍し

い「デイサービス事業」に取り組むとともに、子

育て中の親らが意見交換できる場として、子供が

遊べる空間を併設した「ハツキタ茶屋ぎんなん通

り」を開店させたほか、各種教室やセミナーに活

用できる「レンタルスペース」を設けることによ

って、高齢者が家から商店街に来るきっかけづく

りのみならず、子供や子育て世代などを含め、幅

広い世代が交流できる場として機能しています。 

 

地域の住民の困りごとを解決 

商店街では、地域住民の困りごとやニーズに耳

を傾けた様々な取組が行われています。 

特に「商店街＝生活街」の観点から、平成 24

年に開設した「ハツキタくらしの安心窓口」は、

高齢化が進展していく中、地域住民が日々を安心

して暮らすことができるよう、商店街が住民の困

りごとに対応する「ワンストップサービス」を提

供するものです。 

蛍光管の取り替えや水回りの補修など、家の修

理や設備工事、不動産、財務や相続・遺言相談な

ど幅広いもので、暮らしに関する相談を商店街が

受け付け、適切に対処できる商店街の業者を選び、

住民に紹介しており、加盟する事業者の売上向上

にも繋がっています。 

取組当初は、参加事業者側も意識の統一は簡単

ではありませんでしたが、打ち合わせやサービス

の提供を繰り返しながら商店街の思いを浸透させ

ていくことにより、意識の醸成が図られ、今では、

参加事業者も 20社を超えるなど、地域住民にと

ってなくてはならないサービスとなっています。 

「くらしの安心窓口」は、平成 28年で 5年目

を迎え、商店街では、この間に行ったニーズ調査

などを踏まえ、この「窓口」をより身近な存在と

して、安心して利用してもらえるための環境づく

りを進めています。 

 

今後の展開 

商店街では、モノを売ることからサービスの提

供へと転換を進めてきていますが、こうした取組

が功を奏して知名度が上がり、サービス業を中心

に様々な業種、そして若い人による新規出店が増

え、組合員数も平成 27 年には 102 名にまで増

加しています。 

また、若者の参画により商店街自体の新陳代謝

も進んできており、高齢化や後継者不足も徐々に

解消されつつあるほか、商店街の事業実施に当た

っても、理事会では幅広い年代による議論が活発

化するとともに、若者が事業の担い手として成長

してきていることは、将来に向けての明るい材料

となっています。 

商店街としては、今後とも地域コミュニティの

担い手として、地域の様々な年代の住民と連携し

ながら、住民の生活に寄り添える商店街としての

活動を進め、今の子供たちが将来、胸を張って「札

幌で一番住みやすい」といえる街を目指していく

こととしています。 
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② 大学やＮＰＯ法人との連携による「こども食堂」などの取組【麻生商店街振興組合】  

麻生商店街振興組合 NPO法人カコタム 

昭和 32年に「麻生団地」の誕生により、少しずつ商
店街が形作られ、昭和 38年に市電が延長された頃から
活況を帯び始め、昭和 39年頃に「新琴似・麻生連合商
店会」が発足、その後、昭和 48年頃まで年末の大売り
出しなどを通じて、商店主の親睦が図られてきた。 
昭和 47年に、地下鉄開通計画の情報や大型店出店の
ニュースもある中、昭和 48年 12月、「街づくり」を目
的に 89店が「麻生商店街振興組合」を設立。 

○ 所在地：札幌市北区麻生町 6丁目 14－6 

 高橋ビル３階 

○ T E L ：011-707-9923 

○ F A X ：011-758-7345 

「学びの機会格差問題」は、 子供たちの中には自身
だけでは解決できない理由で学びの機会が失われ、志
望する高校に進学できなかったり、大学進学を諦めざ
るを得ない現状があり、その結果、将来、就職できる職
業が限られ、可能性も失われている社会問題の一つ。 
「ＮＰＯ法人カコタム」は、すべての子供たちがそう
した環境変化により、学びの機会が左右されることが
なく、自己実現に向けて自らの人生を楽しめる社会を
目指すとともに、「楽しい学びの場をつくること」を使
命とし、「学びの機会」と「自己肯定感の向上」をキー
ワードに活動。 

 

「こども食堂」の取組のポイント 

「麻生商店街振興組合」は、子育て支援、交通

安全、防犯、環境美化、地域交流などの分野で活

動する団体「札幌市北区麻生まちづくり協議会」

の中で中心的に活動しており、「麻生連合町内会」

との繋がりも深く、他の地元団体とも連携が盛ん

で、様々なイベントにも取り組んできました。 

今回の事例は、藤女子大学との連携をきっかけ

に、商店街地域の子供たちの関わりが深まってい

く中で、地域との繋がりを強くしようと始めた、

子供たちが安心して集まれ、食事ができる「こど

も食堂」の取組です。 

 

地域の状況 

隆盛を誇った亜麻工場の歴史を後世に残したい

と命名された「麻生」は、昭和 32年「麻生団地」

が誕生し、少しずつ商店街が形成されました。  

昭和 47年に地下鉄開通計画の情報が飛び込む

一方、大型店出店のニュースもある中、昭和 48

年 12月、「街づくり」を命題に地域の 89店舗が

「麻生商店街振興組合」を設立。昭和 52年に策

定した「麻生商店街近代化実施計画」を基にハー

ド、ソフト両面から街の活性化策に取り組んでき

ました。 

 

取組の背景 

麻生商店街は、直面する少子高齢化社会に向け

て、「商いの場」から「交流の場」として、消費者

の暮らしに役立つ商店街へと転換を図り、機能充

実が求められました。 

商店街の商店主の高齢化や後継者不足が懸念さ

れる中、今後 10年先を見据えて、地域団体や他

分野との連携協力を構築することが、地域活性化

に向けた商店街の活力向上の解決策の一つと考え

ていました。 

こうした中、麻生商店街では空き店舗を舞台に

地域団体等の連携による様々な取組が進められま

した。 

平成 21年にオープンした｢Café 亜麻人（あま

んと）｣は、三世代交流広場としての「コミュニテ

ィカフェ」を目指したものであり、その開設・運

営に当たっては、地域イベントを通じて協力関係

を築いてきた、地元で子育て支援を行う NPO 法

人「子育て支援ワーカーズ プチトマト」との連

携によって成り立っています。 

カフェ内では軽食の提供のほか、一時保育など

も手がけ、子育て中の母親、お年寄り、若者ら、

様々な世代の交流拠点となっています。 

 

「麻生キッチン りあん」 

麻生商店街の新たな動きとして、藤女子大学と

の連携によりスタートしたコミュニティスペース

「麻生キッチン りあん」があります。 

取組のきっかけは、札幌市主催の商店街活性化

コンテストで藤女子大学の学生が準グランプリを

受賞し、そのアイディアを「あさぶ商店街を元気

にするコミュニティーハウスづくり」を通じて実

現するため、同大学の学生たちが多く住んでいる

麻生商店街に相談がありました。 

一人親などの子供たちの「居場所づくり」と「学

習支援」を目的としていましたが、当初は商店街

活性化に対する商店街側との思いのずれもあった

ものの、学生側の熱い思いに理解が進み、開設に

向けた商店街のバックアップにより、「りあん」の

前身「へるすたでぃ 藤麻人（とまんと）」として、
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平成 25年にスタートしました。 

さらに、施設にはカフェを併設し、「学習支援」

を受けている子供や保護者、地域の人たちへ栄養

バランスのとれた食事の提供も行っています。 

なお、「学習支援」は、「NPO法人カコタム」と

連携し、マンツーマンの対応を行っています。 

食事の提供は、当初は学生が工夫しながら日替

わりで栄養バランスやカロリーを重視した食事を

提供していましたが、元飲食店経営者をはじめ自

然栽培の「野菜料理」や「おばんざい料理」の提

供希望者などによる「１日シェフ」の取組が加わ

ることで、地域住民が集い、新たなコミュニティ

の場となりました。 

この取組を契機に店名を「麻生キッチンりあん」

に変更し、現在では日替わりで様々な料理が提供

されるとともに、障がい者の就労支援活動を行っ

ている「NPO法人ぱすとらる」による、就労支援

施設の卒業生が気軽に集える場ともなっています。 

 

「こども食堂」 

平成 28 年 5 月、「麻生キッチンりあん」が商

店街内の空き店舗に移転したのを契機に、「学習支

援」で集まる子供たち以外でも、子供たちだけで

気軽に立ち寄れる場所として「こども食堂」をオ

ープンさせました。 

取組のきっかけは、商店街振興組合の事務局員

が、子供たちが夜遅くまで外出している姿を目に

したことと、事務局員自身が子供の頃、父親のも

とで働く若い従業員と、皆で一緒に食事をしたこ

とが発端でした。 

皆で一緒に食事をすることで繋がりを強くでき、

当時の従業員の人達が、今でも近所に来ると顔を

出してくれる、などの良い経験がありました。 

そんな中、事務局員が他の地域で「こども食堂」

の取組が報道されていることを目にし、地域コー

ディネータ代表と副理事長の3人がキーマンとな

って、商店街でもスタートさせました。 

「こども食堂」は、子供たちだけでも利用でき

る場づくりを目指していましたが、子育て中の母

親が一息つける場所としても利用されています。  

経済的に苦しい家庭の子供だけではなく、多く

の子供たち、母親たちの利用を促しています。 

平成 28 年 5 月から毎月第 3 金曜日に「こど

も食堂」を開店しましたが、回を追うごとに利用

者が多くなり、3回目の同年 7月には食事の提供

を待つ列ができるくらい、盛況になりました。 

食材が不足し、近所のスーパーへ食材を調達し

た日、初めて「こども食堂」が目指していた、子

供たちだけでの来店がありました。 

「こども食堂」の運営は、食材は寄付やフード

バンクの活用などで対応していましたが、食事の

提供はキーマンの 3 人にノウハウがなかったの

で、厨房経験のある「ボランティアスタッフ」を

募集しました。 

 

きちんと食材の原価計算をしながら料理もでき

る豊富な厨房経験を持つ「ボランティアスタッフ」

が集まったので、「こども食堂」の運営に大きな助

けになりました。 

 

今後の展開 

麻生商店街では、「NPO法人カコタム」との連

携をきっかけに「こども食堂」の取組が動き出す

など、「麻生キッチンりあん」を中心にした取組は

着実に広がりを見せており、今後もこの取組を続

けていくことで、子供たちが安心して過ごせる「ま

ちづくり」を目指しています。 

一方で、商店街地域は空き店舗となってもすぐ

に埋まるくらい、新規出店が盛んですが、商店街

振興組合への加入率が低いのが悩みとなっており、

商店街地域内の約 450 事業所のうち、組合加入

は 90事業所にとどまっています。 

「こども食堂」のような地域貢献の取組は、様々

な形でクローズアップされるものの、個々の事業

者には、将来、商店街に賑わいをもたらす可能性

があることに、なかなか理解が進まない状況です。 

今後は、「りあん」や「こども食堂」のさらなる

活用を進めていくとともに、地域事業者にとって

の組合への加入メリットを、もっと身近に感じて

もらえる取組も進めていくこととしています。 
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③ 大学の「地（知）の拠点整備事業」と連携した「まちラボ」の取組【稚内中央商店街振興組合】  

稚内中央商店街振興組合 まちなかメディアラボ（まちラボ） 

「稚内中央商店街振興組合」が位置しているＪＲ稚

内駅周辺の中央地区は、稚内市街地発祥の地であり、宗

谷経済・文化の拠点として発展した地区である。 

振興組合では、中心市街地の活性化に向けた各種取

り組みを実施しているが、その取り組みの一つとして

３年前から「健康商店街」を掲げ、商店街の空き店舗を

リノベーションしたスペースを使ってヨガやウォーキ

ング、食べ物講座などを行う事業に取り組んでいる。 

○ 所在地：稚内市中央 3丁目 4-9 

 ペットショップカナリヤ 内 

○ T E L ：0162-23-6852 

○ F A X ：0162-23-5002 

「稚内北星学園大学」は、中心市街地活性化のため、

稚内の中央アーケード街の空き店舗を活用して、大学

サテライト「まちなかメディアラボ」を設置。 
「メディア表現指導員」が常駐し、市民からの「きれ

いなポスターを作りたい」「撮ったビデオを編集した

い」などの専門的な知識を必要とするニーズに対応。ま

た、教員や学生による作品の展示・上映などの情報発信

の拠点でもあり、市民も自由に利用できるフリースペ

ースとして解放している。 

○ 所在地：稚内市中央３丁目９−１２ 

○ T E L ：0162-22-6565 

○ F A X ：0162-73-0973 
○ E-mail：machilabo@wakhok.ac.jp 

 

「地（知）の拠点整備事業」との連携のポイント 

「稚内中央商店街振興組合」は、これまで中心

市街地の活性化に向けた各種取組を実施してきま

したが、平成 26年度からは、「稚内北星学園大学」

が取り組む「地域の教育力向上とまちづくりで協

働する地（知）の拠点整備」の事業と連携し、商

店街が大学への空き店舗の提供や、学生が商店街

でやりたいことのコンペの企画にも協力するなど、

学生たちの新鮮な発想を取り入れ、商店街の活性

化へ積極的に取り組む連携事例です。 

 

地域の状況 

ＪＲ稚内駅周辺の中央地区は、稚内市街地発祥

の地であり、市民から「マチ」として親しみを持

って呼ばれ、宗谷経済・文化の拠点として発展し

た地域であり、その中に稚内中央商店街は位置し

ています。 

中央地区でも、人口減少や景気の低迷、少子高

齢化や過疎化などからコンパクトな市街地形成が

望まれており、中心市街地の商店街などでも、生

活を支える商業機能、コミュニティ機能等の再構

築が重要となっています。 

 

「稚内北星学園大学」の取組 

「稚内北星学園大学」は、「最北端は最先端」の

スローガンの下で、地域の行政・経済界・各種団

体・市民との地道な関係構築を重ね、稚内・宗谷

地域との日常的な連携を深めてきました。 

そして、平成 26年度の文部科学省「地（知）

の拠点整備事業」に応募し、全国 237 件の応募

の中、道内で唯一採択されました。 

文部科学省の「地（知）の拠点整備事業」は、

「地域の教育力向上」「観光まちづくり」「中心市

街地活性化」の三つの課題を設定しています。 

地域の教育力向上とまちづくりで協働する地（知）の拠点整備 

三
つ
の
課
題 

① 「地域の教育力向上」 

小・中・高の生徒に対する地域の教育力を高め

る活動に大学が積極的に関わり、放課後学習

への支援、授業における ICT 利用の支援、情

報モラル教育などを履修科目と結び付けて展

開する。 

② 「観光まちづくり」 

インターネットを活用した地域の観光資源の

発掘及び観光情報の発信、また観光ガイドア

プリの制作やプロジェクションマッピングな

ど地域との共同事業に学生が主体的に参加し

ていける仕組みをつくる。 

③ 「中心市街地活性化」 

空き店舗を利用した「まちなかメディアラボ」

を設置・運営し、学生のボランティアやイベ

ント参加などの地域活動や交流・学習教育・

情報発信の拠点として整備する。 

「稚内北星学園大学」は、課題の一つである中

心市街地の活性化を支援するため、学内に「まち

なか振興支援室」を設置するとともに、大学サテ

ライト「まちなかメディアラボ」（まちラボ）を中

央商店街の空き店舗に設けました。 

「まちなか振興支援室」は、学内の「地域教育

支援室」、「地域観光支援室」と連携するとともに、

「まちなか振興支援室」に「まちなかメディアラ

ボ運営会議」を置き、三つの視点で「まちラボ」

の運営を行っています。 

① 中心市街地における学生たちの活動拠点 

② 中心市街地に関する情報受信、蓄積、発信の基地 

③ 市民が集い、交流し、学びあう場 
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稚内北星学園大学「まちなか振興支援室」 

稚内中央商店街に設置された稚内北星学園大

学サテライト「まちなかメディアラボ」を拠点

に、中心市街地の再生・活性化を目的に、商店

街・地域の情報発信や学生・地域の “まちづく
り”活動を支援。また、研究会やワークショップ

を開催し、中心市街地の再生・活性化について学

習する場を設置。 

「まちラボ」は、稚内中央商店街主催の「学べ

る！健康商店街」や、宗谷管内 10市町村の情報

発信プロジェクト「SOYA PARTY」と連携し、

平成 26年 12月にプレオープン・イベントを開

催、平成 27年４月にグランドオープンしました。 

「まちラボ」には、学生の“まちなか”活動を

支援するとともに、市民のメディア表現相談（画

像・動画の加工、編集、チラシ・ポスターの作成

等）に対応する「メディア表現指導員」が常駐し

ています。 

また、「まちラボ」では、パソコン講座や無料塾、

中国語講座や絵本の読み聞かせなど、毎月様々な

イベントを行っています。 

 

「稚内中央商店街振興組合」の取組 

「稚内北星学園大学」が「地（知）の拠点整備

事業」として、教育・研究・社会貢献を柱とする

活動を展開しており、その社会貢献の一環として

「サテライト施設」を活用した中心市街地活性化

の活動を企画していたことから、「稚内中央商店街

振興組合」では、「まちラボ」の拠点として商店街

の空き店舗を提供しました。 

「まちラボ」では、学生たちの写真や映像等の

展示をメインに、商店街の魅力を発信するための

動画づくりを行っており、学生が商店街の店舗の

日常的な様子を撮影した映像が「YouTube」など

のソーシャルメディアでも公開されています。 

また、「まちラボ」を拠点として、商店街活性化

に「学生として何ができるのか」という視点から、

学生からの企画コンペの取組も行っています。 

コンペの結果は、商店街にコーヒーショップが

多いことから、「わっかないコーヒーフェスティバ

ル」が採択され、各店舗で使える３杯分のコーヒ

ーチケットの販売と「まちラボ」での「コーヒー

セミナー」の開催などに発展しました。 

「稚内中央商店街振興組合」は現在２３組合員

で、商店街でも高齢化が進み人手も足りないこと

から、商店街が取り組むことや内容にも制約があ

りました。 

商店街としては、大学への空き店舗の提供や、

学生が商店街でやりたいことのコンペの企画にも

協力し、学生たちの新鮮な発想を商店街にも取り

入れ、積極的な連携を推進しています。 

 

今後の展開 

稚内中央商店街では、地域経済の活性化に向け、

起業家の「たまご」をつくるため、空き店舗を活

用したい人には安く借りられ、リノベーションで

きる仕組みも必要となっています。 

「まちづくり」は人との繋がりが大切なことか

ら、将来、学生たちが稚内で起業できるよう、起

業家を支援する仕組みづくりを行うこととしてい

ます。 

今後は、「稚内北星学園大学」との連携に加え、

地元の信金や JC、観光協会などとの連携にも力

を入れ、商店街やまちの活性化に取り組んでいく

こととしています。 
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④ 地域の女性ユニットによる商店街の活性化に向けた取組【商店街振興組合 名よせ通り】 

商店街振興組合 名よせ通り（名寄市） コミュニティスペース「なにいろかふぇ」 

「商店街振興組合 名よせ通り」はＪＲ名寄駅から

名寄市の中心部を国道４０号線まで繋がる形で立地

し、アーケードやモニュメントが来街者を迎える通

りとなっている。会員数は３８名、賛助会員は７名で

西條百貨店も賛助会員。 

○ 所在地：名寄市西３条南８丁目１番地３ 

名よせ通り駐車場管理棟 

○ T E L ：01654-3-7148 

○ F A X ：01654-8-7018 

コミュニティスペース「naniroCAFE（なにいろか

ふぇ）」は、名よせ通りの空き店舗を活用し、平成

２７年に開設。「なにいろかふぇ」では、人の「なに

かしたい！」を応援。毎月開催するイベント「なに

いろ＠（あっと）」では、「なにいろ工房」メンバー

の企画だけではなく、もともとは参加者だった人の

企画も。自分たちがやってみたいこと、誰かや何か

を幸せにすることにチャレンジできる土壌づくり

をしている。 

○ 所在地：名寄市西１条南７丁目西 1条南 7丁目 2 

 

地域の女性ユニットの取組のポイント 

「名よせ通り商店街」では、女性部「コスモス

会」のメンバーが中心となり、活動していますが、

平成 27 年 7 月、「名寄の街をもっと楽しく！」

をコンセプトに、新たな発想とエネルギーを持っ

たクリエイティブユニット「なにいろ工房」が名

よせ通りの空き店舗を活用したコミュニティスペ

ース「なにいろかふぇ」を開設しました。 

「なにいろかふぇ」では、「名寄市立大」の学生

や「ママさんコミュニティ」が行うイベントへの

スペース貸しや企画の手伝いなど、学生や「ママ

さんコミュニティ」と連携した、商店街の活性化

に向けた様々な交流事業を展開しています。 

 

地域の状況 

名寄市の中心市街地は、天塩川とその支流名寄

川にはさまれた地帯に、碁盤目状の街路が縦横に

広がり形成されています。 

古くから交通の要所であるＪＲ名寄駅前に立地

する「名よせ通り商店街」では、平成元年と７年

にＪＲ路線の廃止が続き、ＪＲの乗降客が大幅に

減少したことに加え、名寄市内に大型店が進出し

たことも重なり、商店街の来街者は減少していき

ました。 

商店街では、アーケードの改修や花苗設置など

活気を取り戻す活動を行いましたが、商店主の高

齢化や人手不足などから、個店の経営は厳しさを

増し、商店街活動も次第に低調になってきました。 

 

取組の背景 

このような中、「どうすれば商店街が元気になる

だろう」と、結成されたのが商店街の女性部「コ

スモス会」です。 

「コスモス会」が最初に手がけた事業は、６～

１０月の毎週水曜日に商店街の駐車場で、農家を

商店街に招いて地元の新鮮な野菜を提供する「野

菜夕市」です。 

また、同じく６～１０月に農業の盛んな名寄地

域の野菜を詰め合わせて、道内外に宅配便で提供

する「名よせコスモス便」にも取り組みました。 

さらに、名寄出身で道外の大学、企業を経てU

ターンしてきた黒井氏が「まちづくり」に参画。

新たな発想やエネルギーを持ち込み、商店街の女

性もメンバーに「名寄の街をもっと楽しく！」を

コンセプトにしたクリエイティブユニット「なに

いろ工房」を結成しました。 

黒井氏が加わった女性ユニットは、非常にパワ

フルに、平成 26年 9月から、月に 1～2回のペ

ースで、「やりたいこと」と「できること」を話し

合ってきました。 

そして、「なにいろ工房」では、まず「場」づく

りに取り組むこととし、「なにがやりたい」のか、

「誰に喜んでもらいたい」のか、「なにを楽しみた

い」のか、「どんな街に住みたい」のか、を話し合

った結果、「名よせ通り」の空き店舗を活用し、コ

ミュニティスペース「なにいろかふぇ」を開設し

ました。 

コミュニティスペース「なにいろかふぇ」の目的 

１．簡易な飲食提供（主に飲み物） 

来た人がちょこっとお茶をしながら情報交換で

きる。カフェでもなく、公共のオープンスペースで

もなく「友達の家に遊びに来た」雰囲気で。 

２．物販 

名寄にはおいしい農産物はもちろん、地域の人た

ちがリネン織などの手仕事をしているが、販売ルー
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トや場所は限られ、「知る人ぞ知る」になっている

ことから、モノのストーリーと一緒に販売して、生

産者と生活者をつなげる。 

３．イベント・ワークショップ開催 

なにいろ工房では、「なにいろ＠（アット）」とい

うワークショップを毎月開催。 

４．スペースレンタル 

名寄の中には自分のスキルを活かしてイベント

をやってみたいという人がたくさんいるが、公共施

設では営利の要素が入ると情報が発信しにくいこ

とから、ノウハウがない人たちに向けて、場所も提

供していく。 

 

取組の内容 

地域の女性によるクリエイティブユニット「な

にいろ工房」では、毎年３～４月に、「名寄市立大

学」の新入学生たちを歓迎しようと、商店主の似

顔絵付き「商店街マップ」を作成し、JR名寄駅に

掲示しています。 

また、「市民力向上」「名寄のことをよく知る」

「どうやったら名寄市をよくできるか」について

話し合いを重ね、「名寄市立大」の学生や「ママさ

んコミュニティ」が行うイベントへのスペース貸

しや企画の手伝いなどを行うなど、学生や「ママ

さんコミュニティ」と連携して、様々な交流事業

を行っています。 

コミュニティスペース「なにいろかふぇ」で実

施するイベントは、市内商店街５店舗から「オリ

ジナルパン」を集めて販売する「ワンデイショッ

プ」や、転勤族を集めて名寄を語り合う「トーク

セッション」などがあります。 

「なにいろかふぇ」の取り組みを続けることによ

り、幅広い人材が集まり、普通の参加者だった人

が企画側に回るなど、参加者同士が助け合う関係

性も芽生えるようになりました。 

 

 

 

今後の「なにいろかふぇ」の展開 

最近、「なにいろかふぇ」がコミュニティの拠点

としての機能を持ってきましたが、「なにいろ工房」

では、まだまだ「なにいろかふぇ」で実現したい

ことを、今後も街の人と一緒に進めていくことと

しています。 

「なにいろかふぇ」で実現したいこと！ 

・ふらりと立ち寄れば、名寄の人、モノ、コト、

情報を交換できる。 

・何かを始めたい人が情報やスキル、場所を得ら

れる。 

・転勤族の若いママさんたちの癒しと憩いの場。 

・名寄のおいしくて新鮮な野菜が買える。生産者

と生活者がつながる。 

・名寄の大学生と市民が交流して、大学生が名寄

を好きになる。 

・手仕事が上手な女性たちが、モノと人とお金を

つなげて循環させる。 

・名寄の活動家やおもしろい人たちが出会って、

もっと楽しいこと始まる。 

・このスペースがある商店街にもっと人が来て、

経済が回るお手伝い。 

・・・etc. 

 

今後の商店街の展開 

これまで商店街では、各店で買物客に抽選でプ

レゼントを行う「クリスマスフェア」や、来店者

への景品贈呈の「新春初売り」など、定例的な事

業しか取り組んでいませんでした。 

しかし、「なにいろかふぇ」が実施している大学

やコミュニティと連携したイベントは、頻繁に開

催されることにより多くの人が集まることから、

商店街の来街者も増え、個店の PRにも繋がって

います。 

商店街では、今後も「なにいろかふぇ」で実施

する、大学や「ママさんコミュニティ」の取り組

みの他、様々なイベントと連携し、商店街の活性

化に繋げていくこととしています。 
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⑤ 地域コミュニティの中心になっている商店街の取組【旭川銀座商店街振興組合】  

旭川銀座商店街振興組合 
旭川銀座商店街振興組合街づくりの理念 

（昭和61年９月制定） 

旭川銀座商店街の歴史は、古く明治末期にまでさか

のぼり、大正７年には旭川市で最も古い市場「第一市

場」として開設され、市民の台所として親しまれてき

た。銀座通りの呼称は、昭和８年「松竹座」から改称し

た「銀映座」の名に由来しており、組合は昭和 39年 8

月に設立された。 

○ 所在地：旭川市３条通１５丁目左１号 

銀座センタービル 

○ T E L ：0166-23-1210 

○ F A X ：0166-23-1210 
○ U R L：http://blogs.yahoo.co.jp/ginzasyoutengai  

① 市民との触れ合いを大切にし、新鮮な情報を提供す

る街になります 

② 夢とやすらぎのある街にします 

③ 安全で快適な街にします 

④ 楽しさと快感を味わえる街にします 

⑤ 手作りによる活気ある街にします 

⑥ 清潔でゴミのない街にします 

⑦ この街づくりはみんなの力ですすめます 

 

地域コミュニティの中心になっている商店街   

の取組のポイント 

「旭川銀座商店街振興組合」は、町内会や地区

市民委員会、神社の集まりなど、地域コミュニテ

ィの行事と連携した取組を行ってきました。 

最近では、地域コミュニティの取りまとめ役が

少なくなったことから、旭川銀座通商店街が地域

コミュニティの中心となって、地域の行事やイベ

ントを取り仕切っている取組事例です。 

 

旭川銀座商店街の状況 

旭川銀座商店街は、旭川市中心市街地の東部に

位置し、赤い鳥居が並ぶ歩行者天国（銀座仲見世

通り）を有する地域です。 

歩行者天国の通りでは、宝船に乗った開運七福

神、弁天神社、七福地蔵が訪れた人の心を癒やし、

弁天神社のご神木と、梅の大木も往時を偲ばせて

います。 

商店街の中には３つの市場があり、市内の飲食

店の食材供給の場として、道内産を中心とした新

鮮な海の幸・山の幸を豊富に揃えています。 

 

取組の背景 

近年の経済発展の中で、居住地域のドーナツ化

現象、交通体系など都市構造の変化に伴い、業態

間や商業集積間の競争が激化している中、消費者

ニーズの多様化・高度化、情報化・国際化など、

地域経済も環境変化への対応が求められています。 

こうした中、商店街には、昭和 61年９月に制

定された、「旭川銀座商店街の街づくりの理念」が

あり、現在にも受け継がれています。 

また、商店街が位置する大成地区（宮下通から

10 条通の 11丁目から 17 丁目にかけて 59 の

町内会で構成）の「大成地区市民委員会」や「弁

天神社協賛協力会」など、古くから連携している

団体があり、地域に根ざした各種イベントなどを

協力しながら取り組んでいます。 

 

取組の内容 

商店街が連携して取り組むイベントとしては、

６月の「銀座弁天まつり」は弁天神社協賛協力会

と、地元小中学校や北海道教育大学旭川校の演奏

会は同校ありんこクラブと、大成地区女性部によ

る「バザー市」や大成地区青少年育成部の協力に

よる「子供縁日」、旭川校の「焼きそば屋台」の出

店などを、地域の関係団体・機関等と協力して行

っています。 

また、商店街の組合員の飲食店なども出店し、

祭りを盛り上げています。 

８月には「銀座七夕まつり」と、それに続く「夏

祭り盆踊り大会」が開催されますが、本場「仙台

七夕まつり」にあやかった「銀座七夕まつり」で

は、市内のグループホーム・デイサービス事業所

等約 84か所の協力による個性豊かな手作りの飾

り付けが祭りを彩っています。 

平成 28年で 55回目を迎えた「盆踊り大会」

は、大成地区が実施する大会で、地域と一体にな

って取り組んでいます。 

また、市民の台所として親しまれている、新鮮

な食材が豊富に揃う旭川銀座商店街の魅力を再発

見してもらうため、毎年 1月の最終土曜日に旭川

市の協力を得ながら開催される「銀座食べマルシ



 

30 

 

ェ」を開催しています。 

食べマルシェには、商店街の飲食店に加え、商

店街から食材を仕入れている市内の飲食店も出店

しています。 

また、食べマルシェでは、「旭川市調理師専門学

校」の学生たちが、商店街で販売している果物の

中から厳選した食材で作る、食べマルシェオリジ

ナルの「コラボスイーツ」を提供しています。 

地域教育への協力の取組では、中学生の「職場

体験」や高校生の「インターンシップ」にも積極

的に取り組んでいます。 

事務局員の知人の高校の教諭からの相談が始ま

りの「職場体験」ですが、今では学校からの協力

依頼を商店街事務局が受けて、事務局が各商店と

の調整を図って対応しています。 

高齢者向けの取組では、平成 26年度からは、

年金支給日に合わせて年に 5回、旭川市保健所と

共同で「無料健康相談会」を開催しています。 

回を重ねるごとに相談者も増えてきており、商

店街の組合員の健康管理にも一役買っています。 

 

今後の展開 

旭川銀座商店街では、地域住民や各種団体との

協力のもと、イベントをはじめ様々な取組を行っ

ています。 

一方で、イベントは一過性で、夜間の開催が多

い上に、イベントだけでは各商店の売上には直接

結びつきにくい側面もあります。 

イベントの開催が商店街の各商店の売上に結び

つくよう、これまでの取組を工夫し、今後、商店

街の活性化を推進するために、学生など若い人た

ちの力を活用するなど、様々な団体・機関等との

連携をさらに拡げていくこととしています。 
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⑥ 地域の教育支援を盛り込んだポイントカードの取組【別海町商工業振興協同組合】  

別海町商工業振興協同組合 主な「教育支援券」の登録団体 

別海町には、かねてから任意組織としての商店会が

あったが、顧客の町外流出を防止することを目的に、平

成 8 年に発展的に解消し、新たに町内の商店会が連携
した協同組合として法人化し発足した。 
創設時から「スタンプカード事業」を行い、平成 16
年、「ポイントカード事業」に移行の際に「教育支援事

業」に取り組み、平成 12年からは「商品券事業」にも
取り組んでいる。 
組合員の構成は、商業者に限らず、サービス業や修理

工場など、幅広い業種で構成されており、農協も組合員

として加入しいる。 
協同組合の取組は、町内商工業者から多くの賛同が

得られ、創設時には 26事業所であった組合員も、現在
は 67事業所に拡大した。 

○ 所在地：野付郡別海町別海旭町 67番地 

(別海町商工会内) 

○ T E L ：0153-75-1202 

○ F A X ：0153-75-1202 

別海ライジングスピードスケート少年団、別海サッカ

ー少年団、別海中央コロンブス、野付スケート少年団、

別海町バスケットボール少年団、別海小学校ジュニア

スポーツ振興会、別海陸上スポーツ少年団、野付ベイス

ターズ、中央小野球スポーツ少年団後援会、別海スケー

ト少年団白鳥父母の会、別海空手スポーツ少年団、別海

中央小学校音楽部、別海中央中学校吹奏楽部、別海中央

中学校バスケットボール部、別海高校男子バレーボー

ル部、別海中央中学校バレーボール部、別海中央中学校

卓球部、別海町立西春別小学校、別海町立西春別中学

校、別海中央中学校父母と先生の会、西春別へき地保育

園父母の会、宮舞町子ども会育成会、常盤町子供会育成

会、川上町内会子ども会、潮見町北第２子供会、潮見町
北第１子供会、潮見町南子供会、美原子供会 

 

地域の教育支援の取組のポイント 

別海町の地域の子供たちがスポーツ少年団等の

遠征などの課外活動に対して、財政的に苦労して

いることをきっかけに、町内全域で支援ができな

いか検討してきました。「別海町商工業振興協同組

合」は、協同組合で「スタンプカード事業」から

「ポイントカード事業」に移行する際に、少年団

等の遠征への支援など、地域に貢献できる「教育

支援」の機能を盛り込んだ事業「カウ・カウポイ

ントカード」として取り組んだ事例です。 

取組の背景 

別海町は、人口に比べ広大な面積に数多くの小

さな集落が点在しており、町内全域での地域活性

化の取組は難しい面がありました。 

一方、別海町は酪農やホタテ養殖に代表される

一次産業が堅調な地域であり、多くの集落には学

校が整備されています。こうした中、平成 16年

に「別海町商工業振興協同組合」では、これまで

取り組んできた「スタンプカード事業」を見直す

段階に、町内全域での教育関連の活動支援の一環

として、少年団等の遠征への支援など、地域に貢

献できる「教育支援」の機能を盛り込んだ「ポイ

ントカード事業」に移行することとし、「カウ・カ

ウポイントカード」として始めました。 

ポイントカードを取り扱う加盟店は現在、37

店を数えており、「教育支援」の機能である「教育

支援券」の登録団体は、少年団等、学校クラブ、

学校クラス、PTA、町内子供会等にまで拡がり、

様々な活動を支援しています。 

取組の内容 

「教育支援」の仕組みは、ポイントカードのポ

イントの一部を「教育支援券」として活用すると

いうものです。 

利用者のポイントカードが４00 ポイントの満

点になると、利用者に 500 円分を還元し、同時

に 30円分を「教育支援券」として教育関係団体

が活用するものです。 

カードの発行枚数は、年間 5,000～6,000 枚

で、これまでの実績としては、160万円が別海町

内の教育支援活動に活用されています。 

利用者は、満点になったポイントカードの「教

育支援券」部分を切取り、自分が応援したい「登

録団体」に持参するもので、団体用の箱に投函す

るという仕組みを取っている加盟店もあります。

「教育支援」の仕組みは、当初は知名度が少なく、

商店や組合での告知の他、新聞折り込み等でも周

知を図りましたが、町民に浸透するまでには 10

年ほどの時間がかかりました。 

ポイントカード事業では、地道ではあるものの

定期的にイベントを開催し PRを行っており、イ

ベントの中にはカードで「お米」の引き替えがで

きるなど、プレミアムを付けたイベントとしても

人気が出てきています。 
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加盟店では、商品単価を引き下げる安売りなど

よりも、イベントを充実させることに力を入れて

おり、加盟店でのカードの活用も進んでいます。 

なお、ポイントカードの会員拡大に向けては、

協同組合のもう一つの大きな事業である「商品券」

も大きな役割を果たしています。ポイントカード

の事業のイベントでは、「商品券」を賞品として取

扱っています。 

「商品券」は、コンビニを含めた全ての協同組 

合の店舗が対応しているので、ポイント発行店以

外の店舗でも利用ができます。 

 

今後の展開 

協同組合では、今後も「カウ・カウポイントカ

ード」の会員を増やすこととしている中で、現在、

別海町が、健康増進の一環として町主催の「健康

増進イベント」（健康診断や健康相談会等）への参

加増のため、ポイントカードの活用を検討してい

ることから、協同組合としても町との連携を検討

しています。協同組合では、「健康イベント」にポ

イントカードの活用するため、勉強会や別海町と

の協議を始め、連携・実施することができれば、

これまでの子供たちへの「教育支援」と併せて、

高齢者支援にも活用し、カード事業の存在意義を

さらに拡げることができるものと考えています。

 

ポイントカード教育支援券利用状況（平成16年度～平成２７年度実績） 

所属 登録団体 
回収状況 
構 成 比 

利用状況 

少 

年 

団 

等 

別海ライジングスピードスケート少年団 

37,106枚 
69.08 % 

・活動費、運営費に利用 
・遠征費に利用 
・備品（用具）購入に利用 

別海サッカー少年団 

別海中央コロンブス（バレー） 

野付スケート少年団 

バスケットボール少年団 

別海小学校ジュニアスポーツ振興会 

別海陸上スポーツ少年団 

野付ベイスターズ 

中央小野球スポーツ少年団 

別海白鳥スケート少年団 

別海空手スポーツ少年団 

学
校
ク
ラ
ブ
・
ク
ラ
ス 

別海中央小学校音楽部 

5,926枚
11.03 % 

・活動費、運営費に利用 
・遠征費に利用 
・備品（用具）購入に利用 

別海中央中学校吹奏楽部 

別海中央中学校バスケットボール部 

別海高校男子バレーボール部 

別海中央中学校バレーボール部 

別海中央中学校卓球部 

別海町立西春別小学校 340枚 
0.63 % 

・親睦会、クラブ活動に利用 
別海町立西春別中学校 

P 

T 

A 

別海中央中学校父母と先生の会 4,382枚 
8.16 % 

・活動費、運営費に利用 
西春別へき地保育園父母の会 

町 

内 

子 

供 

会 

等 

市街地宮舞町子供会育成会 

5,963枚 
11.10 % 

・活動費、運営費に利用 

市街地常盤町子供会育成会 

市街地川上町子供会育成会 

尾岱沼潮見町北第２子供会 

尾岱沼潮見町北第１子供会 

尾岱沼潮見町南子供会 

美原子供会 

合計 
 53,717枚 

100 % 
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⑦ 管内の特産品に着目した広域連携の誘客イベントの取組【後志管内商工会青年部連合会】  

後志管内商工会青年部連合会 

後志管内商工会青年部連合会は、昭和 42年 10月に結成され、現在、神恵内町、共和町、真狩村、喜茂別町、留
寿都村、ニセコ町、蘭越町、京極町、黒松内町、寿都村、島牧村、仁木町、積丹町、古平町、赤井川村の後志管内
の 15町村の商工会青年部で構成。 
連合会の主な取組は、活動の基盤となる組織の強化を図るための事業や構成部員の能力向上のための事業、地域
経済の活性化を促すための事業。 

○ 所在地：虻田郡真狩村字真狩 35番地（真狩村商工会内） 

○ T E L ：0136-45-2126 

 

広域連携の取組のポイント 

地域経済を活性化させるためには人の動きが重

要であるものの、後志管内の一部地域で外国人観

光客の入り込みによる活性化がありましたが、管

内では地域間の差がありました。 

「後志管内商工会青年部連合会」は、管内全体

で連携した取組を行い、管内全体の底上げのため、

人の動きを誘導する仕組みづくりとして、特産品

の PRを目的とした、地域の食材による「バーベ

キュー」のイベントを始めた事例です。 

地域の状況 

後志管内は、特色のある地場産品がありますが、

全体で連携した取組とはなっていませんでした。 

こうした中、神恵内村の発案により、管内の青

年部員が集う場に、各地域の特産品を一堂に持ち

寄る機会ができ、回を重ねるごとに、自分の地域

の特産品は日常的すぎて産品の価値に気がつかな

いものの、他の地域から見れば、十分に価値が高

いとして受け止められる等の理解がされました。 

取組の背景 

地域経済を活性化させるためには、人の動きが

欠かせませんが、観光客の動きを見ると、管内の

一部地域では、外国人観光客の誘致で活性化の効

果が見えてきているものの、他地域とは差もあり、

管内全体を底上げするためには、人の動きを全体

で誘導する仕組みが必要でした。 

このため、「後志管内商工会青年部連合会」では、

地域を知ってもらうために、特産品に着目した

PR として、地域への経済波及効果が高い「バー

ベキュー」に着目したイベントを企画しました。 

取組の内容 

イベントの実施は、「地域振興対策事業」として

「後志 BBQサミット」として、平成 27年に第

1回目を神恵内村で開催しました。開催には各商

工会青年部が中心となり、生産者をはじめ地元の

協力を得ながら特産品である食材を調達、バーベ

キュー方式の利点である、「ワンプレートで地域食

材の本来の風味を堪能」できる企画としました。 

このため、食材自体の質の高さを感じることが

できた参加者をはじめ、イベント開催の協力者か

らも地域の中で広域的な取組ができたと、多くの

好評が寄せられました。2回目の平成 28年は京

極町で開催しましたが、札幌方面からの距離の近

さもあり、500人を超える盛況となりました。 

また、青年部連合会ではこのイベントに合わせ

て、管内の食材・観光紹介パンフレットを作成し、

サミットで提供された各地域の食材を詳しく紹介

するとともに、飲食できる場所も紹介しました。 

さらに、特産品を飲食しながら管内を周遊でき

る「観光モデルコース」も掲載しており、後志地

域へ訪れる人たちへの PRに、大いに役立ってい

ます。 

今後の展開 

青年部連合会では、地域の活性化を図るために

は、自分たちで何とかしなければならないと始め

ましたが、2回の開催を通じて、後志管内を知っ

てもらう取組として再認識することができました。 

平成 29年の開催に向けて、青年部連合会の「結

成 50 周年」に当たることから、50 周年イベン

トとしての取組を視野に検討しています。 

これまでの 2 回は夏期に開催してきましたが、

ニセコのスキー場を中心に冬期に外国人観光客が

多数訪れていることや、バーベキューが外国人に

とって馴染みやすいイベントであることなどから、

外国人観光客の誘客対応として、冬期のスキー場

での「BBQサミット」も検討しています。 

また、平成 28年 9月に、管内の女性旅館経営

者を中心に様々な女性が集い、自らが体験した観

光情報や観光ルートを発信しながら、観光振興を

進め、地域を活性化しようとする「しりべし女子

会（しり女）」が設立されましたので、連合会とし

ても、今後は、女子会との連携した取組を検討し

ています。
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⑧ 空き缶回収による障がい者支援ＮＰＯ法人との連携【留萌市商店街振興組合連合会】  

留萌市商店街振興組合連合会 NPO法人 留萌ふれあいの家 

「留萌市商店街振興組合連合会」は、市内５つの商店
街と連携し、「共通商品券」の発行など商店街の活性化
に取り組んでいる。留萌市や商工会議所などと連携し、
商店街内の大型店の跡地に「るもいプラザ まちなか賑
わい広場」を開設し、管理運営にあたるなど、関係団体
や行政機関との連携のもと、まちの賑わいづくりを行
っている。 

○ 所在地：留萌市錦町３丁目１番５号（事務局） 

○ T E L ：0164-43-5911 

○ F A X ：0164-43-5916 

○ U R L ：http://www4.ocn.ne.jp/~tyu/home.html 
(留萌中央商店街) 
http://north.hokkai.net/~mtm/ 
(開運だるま通商店街)  

「留萌ふれあいの家」は、15歳以上のさまざまな障
がいをもった人たちで、何らかの理由により就業し
ていない人たちが対象の「障がい者地域共同作業
所」。作業や生活指導を通じて、働くことの生きがい
を実感し、社会参加と交流の促進を図るとともに、
障がい者の孤立化を防ぐなど、拠点となる施設。 
「留萌ふれあいの家」では、アルミ缶・新聞紙・空
き瓶などを集めて活動資金にするとともに、「小平町
立おにしか更生園｣のパンの販売や、野菜の栽培と販
売、家庭の生ごみ対策用として微生物を培養した粉
末や、家庭等で使用済みの廃油を利用して石鹸の製
造、冬囲い用の「すだれ」の製作をしている。 

 
ＮＰＯ法人との連携のポイント 

「留萌市商店街振興組合連合会」は、商店街の

「るもいプラザ」内に空き缶処理機を設置して、

空き缶の管理・回収業務を、市内の障がい者支援

ＮＰＯ法人へ依頼、回収による収益を法人へ寄付

し、法人活動に活用されている事例です。 

この取組は、連合会の地域貢献の取組にとどま

らず、市民のリサイクルや障がい者支援など地域

貢献を意識するきっかけにもなっている事例です。 

地域の状況 

留萌市は、留萌管内で最大の拠点都市で、官公

庁や民間企業の出先機関も多くあり、水産加工業

を中心に地場産業が盛んですが、近年、社会環境

の変化に伴って、出先機関の縮小や公共事業削減

による建設需要の縮小などにより、商圏人口は減

少、地域経済も厳しさを増しています。 

取組の背景 

こうした中、平成 22年度に「るもいプラザ」

の核店舗である大型店が撤退。 

跡地の建物の１階部分を留萌市が借り受けて、

その半分を「留萌市商店街振興組合連合会」が運

営受託し、「るもいプラザまちなか賑わい広場」と

して「チャレンジショップ」や「アンテナショッ

プ」を展開するほか、ゲームコーナーや休憩場所

を整備しており、各種イベントの開催にも活用さ

れています。 

取組の内容 

連合会では、市内の障がい者支援を行うＮＰＯ

法人「留萌ふれあいの家」と連携して、平成 22

年度から「るもいプラザ」内に「空き缶処理機」

を設置。空き缶の管理・回収業務を、ＮＰＯ法人

へ依頼し、回収による収益は法人へ寄付し、障が

い者支援の活動資金として活用されています。 

平成 27年度にはアルミ缶 58,347本、スチー

ル缶 7,147 缶を回収しており、リサイクルや地

域貢献を意識した市民からの持ち込みが多くなっ

ています。 

また、連合会では、「るもいカード会」の発行ポ

イントカード「イソガニー」と連携し、空き缶回

収時にポイントが付与されるシステムで、リサイ

クル活動の貢献に取組んでいます。 

 

リサイクル活動のシステムは、カード利用者は新

規登録時に、あらかじめ「イソガニー協議会」が指

定した団体の中から寄付先を指定し、カードポイン

トの１０％が収益金として指定団体に寄付される

仕組みになっています。 

利用者から寄付先指定のない場合は協議会への

寄付となり、活用については協議会の役員会で決定

しており、平成28年に震災のあった熊本支援への

寄付にも活用しています。 

今後の展開 

空き缶回収は、空き缶処理機が稼働する限りＮ

ＰＯ法人への地域貢献として継続していきます。

各加盟店ではボランティア事業等に従事できる人

的余裕がない店舗も多く事業実施に苦慮もありま

すが、ＮＰＯ法人や「るもいカード会」などと連

携し、今後も取り組んでいくこととしています。 
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